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要　旨
営利企業以外の主体に適用される会計（「公会計」）のあり方を考えるに当たって

は、公会計基準の内容のみならず、その設定機関や設定手続についての検討も重要
である。こうした観点から、本稿では、公会計先進国の1つであり、制度設計面で
わが国の参考になる点が少なくないと考えられる米国の公会計制度を取り上げ、そ
の歴史的経緯および現行制度の仕組みについて考察した。
その結果、米国公会計制度の主な特徴としては、（1）公的主体を連邦政府、州・

地方政府、非営利組織体の3つにグループ化し、それぞれのグループごとに共通し
て適用される会計基準を設定することで、主要な活動目的等を同じくする公的主体
の間での会計報告の統一性、比較可能性の確保が図られていること、（2）いずれの
制度においても、中立性の高い専門機関が、公開主義に基づく適正手続に則って継
続的かつタイムリーに会計基準の設定を行っていること、（3）各制度間では、対象
となる公的主体の公的色彩の度合いに応じて、政府機関の関与の程度や企業会計と
の類似性にグラデーションがみられること、が挙げられる。かかる特徴およびその
背景にある考え方は、わが国の公会計制度のあり方を検討していくうえでも参考に
なろう。

キーワード：公会計、会計基準設定機関、米国公会計制度、FASAB、GASB、FASB

本稿の作成に当たっては、宇賀克也教授（東京大学法学部）および山本清教授（国立学校財務センター研究
部）から有益なコメントを頂戴した。もっとも、本稿にあり得べき誤りはすべて筆者に属することはいうま
でもない。
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近年、わが国において、公的機関等、営利企業以外の主体（以下「公的主体」

と総称する）に適用される会計（以下、「公会計」1と総称する）の改革を巡る議論

が一段と活発化している。それらは、例えば、公的主体の財務状態を適切に反映

させるために企業会計方式の導入の必要性を指摘するものや、公会計情報を政策

評価の一環として捉えることの重要性を指摘するものなどさまざまであるが、ど

ちらかといえば公会計基準の内容面に着目した議論が多い。一方、公会計基準の

設定機関や設定手続、すなわち、どのような公的主体に対して、どのような機関

が、どのような手続で会計基準を設定するのが望ましいか、といった点に着目し

た議論は、あまりなされていないように思われる。しかしながら、公会計基準の

あり方を考えていくに当たっては、その設定機関や設定手続についても検討を加

える必要があるものと考えられる。

公会計基準に関するわが国の現状をみると、企業会計原則に相当するような統

一的基準あるいは原則がないのが実状である2。例えば、政府機関についていえば、

財政法や会計法等といった法律がその大枠を定めているものの、より具体的な会

計基準は存在しないうえ、中央政府の特別会計のように、通則的な法律（ここで

は財政法）の規定と異なる定めによることが認められている（財政法45条）こと

により、報告主体ごとに不統一な会計処理が行われている場合も少なくない。ま

た、その他の公的主体についても、必要に応じて会計基準が作成されてはいるも

のの、統一的な会計基準あるいは原則はなく、公的主体の種類ごとに独自の会計

基準が適用されている（別表1参照）。このように、わが国の公会計については、

統一的な会計基準あるいは原則がない中で、個別対応により会計基準が作成され

ているが、その結果として、本来であれば業務や取引の共通性等に応じて同じ会

計処理がなされるべき場合についても、異なる会計基準が適用され、公的主体の

財務諸表相互間の比較可能性が損なわれるといった問題が生じている3。

また、わが国の公会計基準の設定については、必要に応じて、関連官庁やその
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１．はじめに

1「公会計」の定義は論者にとってさまざまであるが、本稿では、この用語を、営利企業に適用される「企
業会計」と対置した最広義で用いている。
2 この点、1997年9月に日本公認会計士協会から公会計委員会研究報告第1号「公会計原則（試案）」が公表
されているが、今のところ試案にとどまっている（同試案の詳細については筆谷［1998］参照）。
3 なお、公的主体の財務諸表相互間における比較可能性に関しては、国際的なレベルでもこれを向上させる
ための作業が進められている。例えば、現在、国際会計士連盟（IFAC : International Federation of

Accountants）が、国際会計基準審議会（IASB : International Accounting Standards Board）に協力を求めつつ、
政府機関および公営の非営利組織体（いわゆるパブリック・セクター）を適用対象とした国際公会計基
準（ IPSAS : International Public Sector Accounting Standards）の設定作業を行っている（草案が逐次公表され
ており、2001年12月現在で17が基準化された）。



下に設置された非公開の研究会等によって会計基準が作成されるケースが多い4。

こうした現状については、①中立的な立場からの透明な手続による基準設定が実現

されているかどうか、②公的主体を取り巻く環境の変化等に即した迅速な基準の設

定、改訂が可能かどうか、といった観点から、検討の余地があり得よう。

この点、公会計の先進国といわれるアングロ・サクソン諸国をみると、それぞれ

の制度面には違いがあるものの、公会計基準の設定機関および設定手続が確立され

ており、公的主体全般を通じた、あるいは公的主体の大きなカテゴリーごとの統一

的な会計基準あるいは原則が作成されている。例えば、ニュージーランドでは、基

本的にはすべての公的主体と営利企業に同一の会計基準が適用されることとなって

おり、そうした会計基準の設定は、それを固有の任務とする単一かつ常設の民間機

関が一手に引き受けている。他方、米国では、公会計と企業会計とを明確に区分し

たうえで、公的主体を、①連邦政府、②州・地方政府、③非営利組織体、の3つに

グループ化し、①については、会計検査院（GAO : General Accounting Office）、行

政管理予算庁（OMB : Office of Management and Budget ）および財務省（Department

of Treasury）の3者の諮問機関である連邦会計基準助言審議会（FASAB : Federal

Accounting Standards Advisory Board）が、②については、独立した民間機関である

政府会計基準審議会（GASB : Governmental Accounting Standards Board）が、③につ

いては、同じく独立した民間機関であり、企業会計基準の設定機関でもある財務会

計基準審議会（FASB : Financial Accounting Standards Board）が、それぞれの実質的

な会計基準設定機関として常設され5、それぞれのグループごとに共通して適用さ

れる会計概念フレームワークや会計基準の設定を行っている。そして、ニュージー

ランド、米国のいずれにおいても、公会計基準の設定に関し、いわゆる「デュー・

プロセス」と呼ばれる公開主義に基づく適正手続によるべきことなど、会計基準の

設定手続が明確に定められている6。
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4 例えば、公益法人会計基準は、各府省庁の担当課長クラスにより構成された公益法人監督事務連絡協議会
において、主務官庁間の申し合わせというかたちで設定されたもの（その後、官房長クラスによる公益法
人指導監督連絡会議において改正）であるのに対し、学校法人会計基準は文部省の省令として、社会福祉
法人会計基準や病院会計準則は厚生省の局長通知として設定されたものである（2001年1月の官公庁再編に
伴い、各省庁の名称が変更されているが、本稿では便宜上、各会計基準設定当時の名称を用いる）。また、
独立行政法人会計基準は、総務庁長官の委嘱を受けた私的研究会が研究会報告のかたちで公表したもので
あり、他方、特殊法人等会計基準は、大蔵省の諮問機関である財政制度審議会公企業小委員会が設定した
ものである。なお、特殊法人等会計基準については、2001年6月、財務省の諮問機関である財政制度等審議
会の公企業会計小委員会から報告書「民間企業と同様の会計処理による財務諸表の作成と行政コストの開
示」が公表され、従来の会計処理に加え、行政コスト計算財務書類の作成が要求されるようになった。
5 次節で詳しくみるように、①のFASABは、法形式上は諮問機関であり、非常設機関として位置づけられて
いるが、専門スタッフが配置されているなど、実際には常時活動しており、実質的にみれば常設機関と異
ならないものと考えられる。
6 こうした方法は、少なくとも企業会計の領域では、会計基準の設定における中立性、透明性、適時性等を
確保し、質の高い会計基準の設定を可能にするものとして評価が高く、最近の国際的な潮流となってきて
いる。実際、わが国でも、企業会計については、こうした特徴を有する会計基準設定手続を導入すべく、
2001年7月、民間組織によって「財団法人財務会計基準機構」およびその傘下機関としての「企業会計基
準委員会」が設置され、以後、同委員会が中立かつ透明性の確保された手続に則って企業会計基準を策定
していくこととなった。



本稿では、公会計基準の設定機関や設定手続に関する検討を行ううえでの1つの

手掛かりとして、公会計の先進国の1つである米国の公会計制度につき考察する。

検討対象として米国を取り上げるのは、主に次のような理由による。第1に、公会

計制度のデザインとしては、ニュージーランドのように企業会計と一体化させる方

法もあるが、米国では企業会計と別個の体系として公会計を位置づけ、さらにそれ

を3つに区分して、それぞれにつき固有の基準設定にかかる枠組みを設けている。

さらに、そうした会計基準設定機関は、民間組織によるものと政府機関によるもの

とが併存している。こうした米国公会計制度の仕組みや背景等を考察することは、

報告主体の特性と会計基準の設定機関や設定手続のあり方との関連性等を考えるう

えで有益と思われる。第2に、公会計基準の設定機関や設定手続を検討するうえで

は、企業会計基準の設定機関や設定手続との比較考察も重要である。この点、わが

国で最近導入された企業会計基準設定の仕組み7が米国の仕組みと類似したものと

なったことを考えると、公会計基準設定の仕組みについても、米国制度を参照して

おくことは意義があるものと思われる。第3に、米国では、相対的に古くから公会

計制度を巡る議論が盛んになされてきており、試行錯誤を経て、今日のような仕組

みが構築されている。そうした歴史的経緯を考察することは、わが国の公会計制度

を検討するうえで有益と思われる。

以下、米国における公会計制度、特に営利企業における財務会計に相当するとこ

ろの“Proprietary Accounting”（本稿では、これについても「財務会計」の訳語を充

てることとする）8の基準に関する設定機関や設定手続について、歴史的経緯および

現行制度の仕組みに関する考察を行い、わが国における公会計制度の構築に向けた

インプリケーションを探ることとする。

本稿での考察の結果をあらかじめ要約すると、次のとおりである。第1に、米国

では、主要な活動目的等を同じくする公的主体に対しては統一的な会計基準を適用

することとし、会計報告の統一性が図られている。これは、公的主体ごとにまちま

ちな会計処理がとられていたことによる問題点（比較可能性の欠如、恣意的な会計

操作の可能性等）が認識されたためであり、わが国でも参考とすべき点であろう。

第2に、米国では、いずれの公会計制度においても、中立性の高い専門機関が、公

開主義に基づく適正手続に則って継続的かつタイムリーに会計基準の設定を行って

いる。わが国においても、公会計基準の設定に関する責任の所在の明確化、会計基

準相互間の概念的な整合性の確保、会計基準の適切性の向上といった観点から、こ
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7 注6参照。
8 米国の公会計には、大別して財務会計と予算会計（budgetary accounting）がある。財務会計とは、公的主
体における資産、負債、正味資産（net position）の状態や、運営上生じた収益および費用を表す会計であ
り、営利企業における財務会計に相当する。一方、予算会計とは、歳入歳出会計とも換言し得るように、
いわば予算充当額（appropriation）のライフサイクルを記録したものである。なお、予算会計と財務会計の
どちらが大切かといった比較は意味がなく、むしろ両者を有機的に関連させて捉えることを通じて、公的
主体のアカウンタビリティの改善あるいは効率性の向上につなげていくことが重要と考えられる（こうし
た議論の詳細については山本［1999、2001］、宮田［2001］を参照）。



うした仕組みを導入していく方向性が考えられよう。第3に、米国の3つの公会計制

度を相互比較すると、制度の対象となる公的主体の公的色彩の度合いに応じて、政

府機関の関与の程度や企業会計との類似性にグラデーションがみられる。こうした

グラデーションは、各制度において公会計の目的をどのように考えるのか、公会計

を政策評価システムの一環として捉える場合に財務情報による評価の限界をどのよ

うに考えるのか、さらに予算制度や財政民主主義の要請との関係をどのように考え

るのか、といった問題に関連しているものと考えられる。わが国の公会計制度のあ

り方を検討していくに当たっても、こうした問題を踏まえて議論を進めていくこと

が重要であろう。

（1）公会計制度の区分

1節で触れたように、米国における公会計の領域は、現在、①連邦政府を適用対

象とするもの（以下、「連邦政府会計制度」という）、②州・地方政府を適用対象と

するもの（以下、「州・地方政府会計制度」という）、③政府機関以外の非営利組織

体（以下、単に「非営利組織体」という）を適用対象とするもの（以下、「非営利

組織体会計制度」という）の3つの制度に大別できる（図表1参照）。

このうち、①の「連邦政府」の概念は、通常、わが国で一般にいわれるところの

中央政府（内閣および中央官庁）より広く、執行府（Executive Branch）、立法府

（Legislative Branch）および司法府（Judicial Branch）が含まれる。したがって、本

来、連邦政府会計制度では、これらすべてが対象となるわけだが、実際には、執行

府に属する機関について適用される財務報告システムおよび基準を中心に議論され

ることが多い。したがって、本稿でも、特に断らない限り、執行府に属する機関へ
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9 括弧内は、各公会計基準の設定主体（詳細は後述）。

２．米国の公会計制度の歴史的経緯および現行の仕組み
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政府機関�

非営利組織体�

企業会計制度（FASB）�

公的主体�

営利企業�

図表1 米国の公会計制度の区分9



の適用を念頭においたものを中心に検討する。なお、執行府に属する機関としては、

省（department）、庁あるいは局（agency、office、bureau、service等）、独立機関

（independent agencies）、委員会（commissions）、政府関係法人（government

corporations）10等がある。

また、②の州・地方政府のうち、「地方政府」とは、市（city）、町（town）、村（village）、

郡（county）、タウンシップ（township）および学校区などの特別区（special district）等

が含まれる11。

さらに、③の非営利組織体とは、営利を主目的としていない政府機関以外の組織

体をいう。非営利組織体に関する連邦法上の規定は、内国歳入法（Internal Revenue

Code）が法人所得税を免除される組織体の資格要件について定めている以外には

なく、非営利組織体の設立等に関しては、基本的に、各州の法律において規定が置

かれている。その内容はさまざまであるが、各州法の規定や内国歳入法の規定等を

総括すると、非営利組織体は、次のような要件を満たすものであると考えられる。

①主な運営目的が利益の獲得でないこと。

②その資産または収入を、会員、理事または役員に分配したり、それらに便益を

与えるために利用できないこと。

③清算時の残余財産を、特定の個人ではなく、他の非営利法人に引き渡すか、州

政府に帰属させること。

こうした組織体の具体例としては、私立学校、病院、宗教団体、労働組合、図書

館、博物館、政党、市民団体等、多種多様な団体が含まれると考えられている。な

お、法人格を有することは必ずしも非営利組織体の要件とされていないが、非営利

の要件に合致することを州政府から認められ、所定の登録を行えば法人格を容易に

取得できるとされているため、通常、法人格を有するようである。

（2）歴史的経緯

米国において、（1）のような公会計制度が確立したのは1990年代に入ってからで

ある。それまでは、どのような公的主体に適用される会計基準をいずれの機関が設

定するかについて明確なルールがない、あるいは、そうしたルールはあっても、基

準設定に至る手続が不透明であったり、設定された基準が遵守されないといった状

150 金融研究/2002.3

10 政府関係法人という用語は、必ずしも一義的に用いられておらず、広義では、「連邦法により設立された
法人または連邦の特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人」をいうこともあるが、こ
こでは狭義の「個別の法律において、行政機関として取り扱われる法人」をいう（政府関係法人につい
ては例えば宇賀［2000b］参照）。

11 これらの地方政府は州政府によって創造されるものであり、①地方自治体（municipality : 地域住民の要求
に基づいて州が憲章を付与することにより創設されるもので、法人格と自治権をもつ。市町村等がこれ
に含まれる）と、②準地方自治体（quasi-municipality : 州の代理機関として地域住民の意思に関係なく設
立され、自治権も制限されたもので、郡、タウンシップ、特別区等がこれに含まれる）に大別される
（詳細は若林［1987］、橘［1995］等を参照）。



態が続いていた。しかし、そうした状況が公的主体の財務状態の透明性や比較可能

性等を阻害し、財政悪化の一因となっているとして問題視され、公会計基準の設定

および適用のあり方を巡って議論が展開された。その結果として、今日のような体

系が形成されるに至った。以下では、こうした現行制度の形成に至る歴史的経緯に

ついて概観する。

イ．1970年代までの状態

公的主体のうち、連邦執行機関にかかる会計基準の設定権限・責務は、1921年

「予算・会計法」（Budget and Accounting Act）によりGAO12が設立されて以来、

GAOに付与されており13、実際、GAOにより多数の財務報告に関するマニュアル等

が公表されていた。代表的なものとして、1978年に公表された「連邦政府機関が作

成する指針に関するGAOの基本方針およびこれに基づく手続についてのマニュア

ル；タイトル2―会計」（“GAO Policy and Procedures Manual for Guidance of Federal

Agencies；Title 2 －Accounting”）があり、各連邦執行機関は、このマニュアルに

則って財務報告に関する指針を作成することが推奨されていた。しかしながら、

その一方で、各連邦執行機関の長には、1950年に制定された「予算・会計手続法」

（Budget and Accounting Procedures Act）によって、所管機関の財務報告および内部

統制システムを、所管機関の特徴等を踏まえて独自に構築する責任および権限が与

えられていた。しかも、GAO基準の遵守は法律上の義務ではなく、執行機関の独

自のシステムがGAO基準に整合的でない場合でも、不遵守に対するペナルティが

なかったため、実際には、ほとんどのGAO基準が多数の連邦執行機関によって無

視されるか、部分的にしか導入されないといった事態が生じていた。また、連邦財

務管理に関する主要機関であるOMB14や財務省15も、しばしばGAO基準に反対した

り、内容の変更を求めたりしたほか、GAOに連邦政府会計基準の設定権限を付与

した議会自身も、しばしばGAOの公表物を無視することがあったとされている16。

この間、州・地方政府にかかる会計基準については、「全米全国都市会計委員会」

（National Committee on Municipal Accounting : 1934～41年）、「全米政府会計委員会」

（NCGA : National Committee on Governmental Accounting、1948～74年）、および「全

米政府会計審議会」（新NCGA : National Council on Governmental Accounting、 1974～

84年）によって、設定されていた。これらの委員会・審議会は、いずれも都市財務
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12 GAOは、立法府の付属機関であるが、立法府をはじめ、他の連邦機関から関与を受けない独立機関
（independent agency）として位置づけられている。
13 厳密には、権限・責務を付与されている主体は会計検査院長であるが、本稿では、他の機関に関する記
述も含め、便宜上、各機関の長と機関を特に区別せずに、機関名のみで記述する。

14 1921年「予算会計法」により財務省内に設置された予算局（BOB : Bureau of the Budget）が1970年に改組
されて設立された機関。改組後は、財務省から分離されて大統領府直轄の機関となっており、各連邦政
府機関に対する予算配賦等につき責任を負う。

15 1789年に設立され、政府の財務管理およびこれに関する会計報告等について責任を負う。
16 Tierney［2000］参照。



官協会（現在の政府財務官協会17）の支援下に設立された任意の研究協議組織であ

り、すべての州・地方政府に適用可能な会計原則の整備を意図していた。実際、

NCGAが1968年に公表した「政府会計、監査および財務報告」（GAAFR :

“Governmental Accounting, Auditing, and Financial Reporting” ）や、新NCGAが1979年に

公表した基準書第1号「政府会計および財務報告原則」（Statement 1 “ Governmental

Accounting and Financial Reporting Principles”）18は、州・地方政府単位の財務報告にか

かる監査における「一般に公正妥当と認められた会計原則」（GAAP : generally

accepted accounting principle）に合致するものとして米国公認会計士協会（AICPA :

American Institute of Certified Public Accountants）より正式に承認されていた。なお、

NCGAが新NCGAに代置されたのは、NCGAが常設の組織でなく、これをサポート

するスタッフもいなかった点が問題視されたことによる。新NCGAは、常設の組織

であり、州・地方政府の財務担当官、公認会計士、会計学者、財務省およびGAO

の担当官等、合わせて21名の専門家から構成されており、専門のスタッフも置かれ

ていた19。

また、非営利組織体にかかる会計基準については、AICPAや非営利事業に関連し

た業界団体等が中心となって設定していたが、その数は少なく、業界別の基準にと

どまっていた20。こうした背景には、非営利組織体の財務報告に対する関心がそも

そも低かったことも一因であるが、非営利組織体における財務報告については、非

営利組織体の事業内容や運営方法の多様性等から、統一的な会計基準ないし財務諸

表体系の設定は困難であると考えられていたことによるとされている21。

他方、営利企業にかかる会計基準の設定権限については、1933年証券法

（Securities Act）および1934年証券取引所法（Securities Exchange Act）によって証券

取引委員会（SEC : Securities and Exchange Commission）に与えられているが、1938

年以来、SECは会計基準の設定を直接行わず、会計実務において実質的な権威ある

支持（substantial authoritative support）を受けている会計基準を支持するとのスタン

スをとっている（SEC会計連続通牒第4号）22。これに基づき、企業会計基準は、民

間組織であるAICPAが中心となって設定されてきた。具体的には、1938年から1959

年までは会計手続委員会（CAP : Committee on Accounting Procedure）が、1959年か

ら1973年までは会計原則審議会（APB : Accounting Principles Board）が会計基準を設

定してきた（いずれもAICPAの常設委員会）。
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17 政府財務官協会（Government Finance Officers Association）とは、米国およびカナダにおける州・地方政府
の財務管理に何らかのかたちで携わった経験をもつ者より構成される団体であり、州・地方政府におけ
る財務管理、会計報告、予算編成等についての専門的なアドバイスを行うことを目的としている。その
会員には、州・地方政府の財務管理に何らかのかたちで携わった経験をもつ者であれば、誰でもなるこ
とができるとされている。

18 1968年のGAAFRを、AICPAから指摘された問題点を踏まえて修正したもの。
19 橘［1995］参照。
20 例えば、AICPAより、「病院の監査ガイド」（1972年）、「大学の監査ガイド」（1973年）等が出されていた。
21 若林［1997］参照。
22 詳細は、広瀬［1993］、企業財務制度研究会［1994］、古市［1999］等を参照。



ところが、APBによる会計基準の設定に対しては、1972年にAICPAより公表され

た「会計原則の設定に関する研究報告書」（“Report of the Study on Establishment of

Accounting Principles” : 通称「ホイート委員会報告書」）において、①メンバーが有

志（無給）であり、財務面で母体会計事務所に依存していたために、被監査企業や

その他の関係者から圧力を受けないという意味での独立性に疑問があること、②メ

ンバーが非常勤であるため、基準設定作業を継続的、集中的にできず生産性が低い

こと、③メンバーがAICPA会員に限定されているため、見解が偏りやすいこと、等

で問題であるとされ、常勤かつ有給のメンバーから構成される独立の会計基準設定

機関の設立が主張された。これを受けて、1972年、AICPA、米国会計学会、投資管

理・研究調査協会、財務担当重役協会、管理会計協会の5つの支援組織によって、

財務会計財団（FAF : Financial Accounting Foundation）が設立された23。FAFは、デ

ラウェア一般会社法に基づく非営利法人であり、内国歳入法§501（c）（3）の趣旨

（専ら慈善的、教育的、科学的および学術的活動を行うこと）に従い、現存するす

べての組織から独立した民間組織として位置づけられた。そして、翌年の1973年、

FAFの傘下組織としてFASBが設立された。同年、FASBは、SECより、企業会計基

準の設定機関としての支持を獲得した（SEC会計連続通牒第150号）。

ロ．1970年代末～80年代前半の改革――GASBの設立

こうしたなか、1970年代後半に多発したニューヨーク市などの大都市における財

政状況の悪化等を背景に、州・地方政府の財務管理情報について透明性の改善を求

める声が高まり、的確かつ透明性の高い財務情報を提供し得る会計基準を設定する

ためには、上述のような新NCGAでは、組織の独立性が曖昧な点や、基準設定手続

が不透明であるなどの点で問題があることが指摘されるようになった24。また、連

邦政府の財務報告に対しても、その財務状態や運営成果を的確かつ十分に表示して

いないのではないかといった指摘が強まっていた。さらに、非営利組織体の財務報

告に関しても、それまでの業種別基準では業種間の会計処理に不整合な部分が多い

ため、財務報告の利用者の理解可能性にマイナス効果を及ぼすなどの弊害が指摘さ

れ、非営利組織体にかかる統一的かつ質の高い会計基準設定への要請も高まってき

た25。

この間、企業会計については、上述のとおり、1973年以降、資金および人事の両

面において独立した組織であるFASBにより、公開主義に基づく適正手続（デュー・

プロセス）に則って会計基準が設定されていた。そこで、公会計においても、こう

した企業会計と同様の基準設定機関や設定手続を確立する必要があるのではないか
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23 現在は、さらに支援組織が拡大している。
24 橘［1995］参照。
25 若林［1997］参照。



が議論されるようになった。こうした動きを受けて、発足当初は専ら営利企業の会

計基準の問題だけを検討対象と考えていたFASBも26、1977年、営利企業以外の組

織体の会計問題を検討テーマとして掲げ、ハーバード大学のアンソニー教授に、そ

うした組織体にかかる財務報告の目的に関する研究を委託した。

このようにして、FASBは企業会計基準を設定する傍ら、公会計問題の検討プロ

ジェクトを本格的に開始したわけだが、かかるプロジェクトは、当初は、企業会計

に関するプロジェクトと別々に進められた。すなわち、FASBは、営利企業のみを

対象とした概念ステートメントとして、1978年11月に「財務会計概念書」（SFAC :

Statement of Financial Accounting Concepts）第1号「営利企業の財務報告の諸目的」

（“Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises”）、1980年5月にSFAC第2号

「会計情報の質的特徴」（“ Qualitative Characteristics of Financial Accounting

Information”）、1980年12月にSFAC第3号「営利企業の財務諸表の構成要素」

（“Elements of Financial Statements of Business Enterprises”）を公表した後、非営利組

織体を対象とした概念ステートメントとして、1980年12月にSFAC第4号「非営利組

織体の財務報告の諸目的」（“ Objective of Financial Reporting by Nonbusiness

Organization”）を公表している。もっとも、このように両者を区別して検討したの

は、FASBが財務報告の目的やその財務報告に要求される会計情報の質的特徴等の

考え方において、非営利組織体と営利企業とで異なると考えていたからというより

も、1977年に非営利組織体会計に関するプロジェクトを開始した時点において、す

でに企業会計に関するプロジェクトがかなり進んでいたため、その範囲に非営利組

織体を含めてプロジェクトを遅延させるよりは、別途、時間をかけて非営利組織体

領域の諸問題を徹底的に探求したほうがよいと判断したことによるものと説明され

ている（SFAC 4 par. 60）。事実、その後、非営利組織体の財務報告の目的について

検討が行われた結果、非営利組織体にかかる会計概念フレームワークに関するプロ

ジェクトと営利企業にかかる同様のプロジェクトは統合して行うべきとの結論に

至っている27。

ところで、FASBは営利企業以外の会計に関する検討を行うに当たり、その範囲

を非営利組織体のみならず、州・地方政府や連邦政府まで含めて考えており、
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26 FASBのあらゆる会計基準設定プロジェクトの出発点は、1973年にAICPAより公表された「財務諸表の目
的」（通称「トゥルーブラッド委員会報告書」）にあるとされているが、同報告書は、営利企業のほか、
政府機関や非営利組織体もその対象に含めていた。ところが、FASBは設立当初、営利企業の財務報告目
的の検討に焦点を置き、政府機関や非営利組織体の財務報告目的については結論を導き出す意図はもっ
ていなかったとされている（SFAC 4 paras. 57-58）。

27 その結果、専ら営利企業を対象として設定されたSFAC 2とSFAC 3は、1985年12月にそれぞれ非営利組織
体をも含めるかたちで修正された。具体的には、SFAC 2は一部修正にとどまったが、SFAC 3については、
非営利組織体と営利企業の両者を対象にしたSFAC 6「財務諸表の構成要素」（“Elements of Financial

Statement”）を新たに作成したうえで廃止された。ただ、財務報告目的に関する概念フレームワークにつ
いては、現在でも、営利企業を対象にするもの（SFAC 1）と非営利組織体を対象にするもの（SFAC 4）
との2本立てになっている。



SFAC 4の公開草案段階では、これらの政府に対する適用例をも検討していた。す

なわち、FASBは、政府会計における財務報告の究極的な目的は企業会計と同様で

あり、FASBの設定する概念ステートメントをこれらの政府機関に適用できないと

する理論的根拠は見当たらないとして、政府機関にも適用される概念フレームワー

クの構築を念頭においていた（SFAC 4 par. 3）。しかしながら、連邦政府にかかる

会計基準の設定については、連邦法上、GAOに権限が帰属する旨が明記されてお

り、そうした権限の帰属の変更は連邦議会の決定に委ねられているため、SFAC 4

等の連邦政府への適用は当面の検討対象から除外されることとなった28。また、

州・地方政府にかかる会計基準の設定方法を巡っても、上述のようなFASBの見解

に対しては、政府会計と企業会計とは目的が異なるうえ、それぞれに固有の問題を

考慮する必要がある等の理由から、FASBのような会計基準の設定機関および設定

手続を設けるとしても、FASBとは別の機関や手続を設けたほうがよいとの意見も

あり、議論が紛糾した。そこで、FASBは、州・地方政府にかかる会計基準の設定

を誰が担うべきかといった問題が解決するまで、SFAC 4等を州・地方政府にも適

用すべきかどうかについての最終的な決定を延期することとした（SFAC 4 par. 3）。

こうした状況のなか、FAF、AICPA、都市財務官協会、州監査官・検査官・財務

官協会、GAO、州・地方公務員の代表機関等により、州・地方政府にかかる会計

基準の設定機関・設定手続のあり方について協議がもたれた。その結果、1982年11

月、FASBの上層機関であるFAFの傘下に、州・地方政府に適用される会計基準の

設定を専門に担う機関を、FASBの例に倣って設ける方針で合意がなされた。かか

る結論に至るまで、実に4年以上かかっており、その過程で最も論点となったのは、

こうした機関の独立性をいかに確保するかであったとされている29。こうして、

1984年にGASBが設立され、州・地方政府にかかる会計基準の設定作業は、新

NCGAおよびAICPAからGASBに完全に移譲された。

また、GASBの設立と同時に、GASBとFASBの管轄につき「組織に関する合意」

（“Structural Agreement”）がなされ、州・地方政府の活動や取引にかかる会計基準

についてはGASBが設定し、それ以外についてはFASBが担当することが明確にさ

れた。さらに、それを再確認した1989年11月の「管轄決定」（“Jur isdic t ion

Determination”）により、GASBとFASBは、各自の管轄における報告主体に適用さ

れる会計基準の設定において第一次的責任（primary responsibility）を担い、他方の

審議会による意見表明（基準書等）は、第一次的責任を負う審議会がその管轄に属

する報告主体についても適用することを明示的に指定しない限り、強制されないと

された。ちなみに、特別な活動または取引に関するGASBの基準がない場合や、病

院や大学のように同一業種間で政府保有のものと民間保有のものとが混在するよう
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28 FASBは、SFAC 4の中で、「FASBとしては、本ステートメントにおける基本目的を連邦政府による財務報
告に適用できないとする概念上の理由は見当たらないが、その決定は他の機関の責任に属すると認める
ものである」（par. 3 脚注1）としている。

29 若林［1987］参照。



な場合については、州・地方政府保有のこうした主体にかかる会計基準をGASBが

別途策定しない限り、基本的にはFASBの基準が指標になり30、GASBとFASBのいず

れの管轄に属するか明らかでない場合は、FAFの理事会が決定することとされた31。

なお、GASBおよびFASBは、AICPA規則§302においても、それぞれの管轄におけ

る会計基準の設定機関として正式に認知された。

なお、連邦政府会計基準の設定機関・設定手続を巡る問題は、GASBとFASBの

管轄を巡る上記議論から除外されていたわけだが、前述のように、当時、連邦政府

の財務報告に対しても、その財務状態や運営成果の不透明性が問題視されていた。

その背景の1つに、前述のような各連邦執行機関によるGAO基準の不遵守があった

とされている。そこで、GAO基準の遵守性を高めるべく、1982年に「連邦管理者

財務保全法」（Federal Managers’ Financial Integrity Act）が制定された。同法により、

各連邦執行機関の長は、毎年、当該機関および所管機関の会計・内部統制システム

が法律上の規定やGAOの定める原則・基準に適合しているかどうかを自己評価し、

その結果を議会および大統領に報告することが義務づけられた。そして、かかる評

価のためのガイドラインをOMBが作成することとされた。もっとも、連邦執行機

関によるGAO基準の遵守は、同法制定前と同様、法律上の義務とされていなかっ

たこと等から、同法施行後も画期的な改善はみられなかったといわれている32。

ハ．1980年代末～90年代における改革――FASABの設立

こうしたなか、1980年代末の深刻な連邦財政危機が発端となって、GAO自身を

はじめとして多方面から、GAO基準を議会や連邦諸機関が事実上無視しているこ

とに対する批判が一層高まった。例えば、1989年9月にAICPAより出された「討議

用メモランダム : 連邦財務管理――課題と対策」（“Discussion Memorandum : Federal

Financial Management―― Issues & Solutions”）は、その後の抜本的な連邦政府会計

制度改革の足掛かりとなった。
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30 例えば、州・地方政府が保有する大学については、GASB設立後も、AICPAの「大学の監査ガイド」を
ベースとしたFASB基準が適用されていたが、1991年10月にGASBより政府会計基準書（SGAS : Statement

of Governmental Accounting Standards）第15号が公表され、FASB基準のほかに、ガバメント・モデルによ
る会計基準（具体的にはGASBの前身組織である新NCGAが1979年に設定した Statement 1）の適用も認め
られるようになった。さらに、1999年11月には、GASBよりSGAS 35「公立大学の基本財務諸表」が公表
され、州・地方政府保有の大学については、2001年6月以降、年間歳入規模に応じて段階的に同GASB基
準が適用されることとなった。なお、FASBとGASBの管轄を巡る議論については、例えばFAF and

GASAC［1989］参照。
31 こうした管轄決定がなされるまで、FASBは、非営利組織体の定義として、政府と非政府機関の両方を含
める意味で “ Nonbusiness Organizations ”という用語を用いていたが、管轄決定後に出されたSFAC 6の改訂
公開草案以降、政府機関を除く非営利組織体に焦点を当てることを明確にするために、“ Not-for-Profit ”と
いう用語に替えたとされている（池田［2000］）。もっとも、SFAC 4における「非営利組織体に適用され
るものとして設定する概念フレームワークや会計基準が政府機関について適していないとする説得的な
根拠はない」とのフレーズは、依然として削除されていない。

32 Tierney［2000］参照。



同メモランダムは、当時の連邦財務管理および連邦政府会計制度の主要な問題点

として、GAOが会計基準を設定しているにもかかわらず、財務省、OMBおよび各

連邦執行機関等がそれに反対し、大半を適用していない点を挙げ、そうした不遵守

が生じた原因として、①基準設定の過程において、会計基準の影響を受ける団体の

コンセンサスを形成するのに必要不可欠な自由かつオープンな議論の場が提供され

ていない、すなわち、基準設定におけるデュー・プロセスが欠如していること、②

すでに公表された基準の中には、連邦政府特有の目的や性質、環境等を無視したも

のがあること、等にあると指摘した33。そのうえで、同メモランダムは、当時の連

邦財務管理および連邦政府会計制度の具体的な問題の要因を以下の4つの視点から

まとめ、それぞれにつき解決策を提案した。

こうしたGAOやAICPAをはじめとする各界の要請を受け、1990年、連邦政府の

活動にかかる財務管理・評価にとって不可欠な財務情報を、信頼し得るかたちで、

また時系列的および横断的に比較可能なものとしてタイムリーに提供することを可

能とするような統一的な財務報告システムの構築を目指して、「首席財務官法」

（CFO法 : Chief Financial Officers Act）が制定された。そして、同法により、米国史

上はじめて、各連邦執行機関が構築・維持する会計・内部統制システムは、「適切

な会計報告基準」（applicable accounting and reporting standards）に準拠したものでな

ければならないことが法律上義務づけられるようになった。
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33 AICPA報告書の概要についてはTierney［2000］参照。
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また、CFO法は、従来、各連邦執行機関における会計・内部統制システムの構

築・維持に関する責任の所在が不明確であったことが適正な連邦財務管理の阻害要

因となっていたとの批判に応えるべく、一定の連邦執行機関に対し、首席財務官

（CFO : Chief Financial Officers）の設置を義務づけた34。各CFOは、適正な会計・内

部統制システムの構築・維持につき全責任を負うほか、会計情報と予算情報の集約

化（integration）を図らなければならないとされた。すなわち、CFO設置前は、予

算に関する権限と財務報告に関する権限とが分断されており、財務報告は予算の作

成および執行とは無関係のものとして扱われていたが、それらを連関させることが

要求されるようになった。

加えて、CFO法により、パイロット的に10の連邦執行機関に対して、毎年、財務

会計に関する年次報告書を作成し、「独立した監査」（independent audit : 以下、「独

立監査」という）35を受けたうえで、議会および大統領に提出するとともに、国民

に公表することが義務づけられるようになった。そして、かかる年次報告書を作成

する際の会計基準を「適正な会計財務報告原則（applicable accounting and financial

reporting principles and requirement）」36に合致する形式・内容で設定する権限および

責務が、OMBに付与されることとになった（31 USC 3515（d））。

もっとも、GAOの会計基準設定にかかる権限および責務が完全に失われたわけ

ではなく、GAOにおいて、引き続き、大統領（実際にはOMB）および財務省と協

議のうえ、連邦執行機関が遵守すべき会計原則・基準を設定する権限および責務が

留保された（31 USC 3511（a））。具体的には、連邦政府会計基準を公式に設定・公

表するためには、OMBのみならず、GAOおよび財務省の承認が要件とされている

など、連邦執行機関が遵守すべき会計原則・基準の設定に対するGAOの関与が残

された。

なお、CFO法によって、連邦執行機関に適用される会計基準の第一次的な策定権

限および責務がGAOからOMBに移譲されたのは、同法の制定過程において、司法
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34 CFOは、省および大規模の庁については大統領により、小規模の庁および局については当該機関の長によ
り任命されることとなっており、上院の助言と同意のもと、あるいは大統領の指示を受けて、それぞれ
の機関の長と協議しながら任務を遂行する（31 USC 901（a））。

35 「独立監査」とは、いかなる機関、団体等からも独立した主体によってなされる監査であって、監察総監
（Inspector General）が任命されている機関においては監察総監が、それ以外の機関においては独立した外
部監査人（independent external auditor）が行うこととされている。なお、監察総監とは、1978年「監察総
監法」に基づき各省庁や大規模な連邦執行機関等に設置されている者であり、①所管機関に対する会計検
査の実施、②所管機関の業務改善や不正防止・発見等に必要な調査の実施、③所管機関の有するすべての
情報、書類、記録等へのアクセス、④調査等に必要な人材と資源の独自の調達・管理、⑤あらゆる連邦・
州・地方政府機関に対する直接的な援助要請、等の権限が認められている。こうした監察総監の行動に対
しては、取得した情報や意見をOMBの事前審査を経ることなく直接議会に報告することを認めたり、正
当な理由がない限り解任されないとすること、等を通じて、独立性の確保が図られている（監察総監制度
の詳細については、佐伯［1998］を参照）。

36 ここでいう「適正な会計財務報告原則」は、企業会計でいうところのGAAPに相当するものである（ゆえ
にFederal-GAAPとも呼称される）。



省から、連邦執行機関に強制適用される会計基準を立法府に属する機関に設定させ

るのは、執行府内部の立法的管理政策（legislative management policy）を立法府が

強制することになり、憲法上認められるのかといった懸念が示されたことも影響し

ているのではないかとされている37。そうしたなか、引き続きGAOにも会計基準の

設定権限が留保され、上述のような承認権限等が付与された理由については、かか

る権限が従来GAOに帰属していたといった歴史的経緯や、管轄問題が最終決着を

みなかったこと等も考えられるが、連邦執行機関に適用される会計基準を連邦執行

機関自らに設定させることによる問題（恣意性の介入等）への懸念等から、立法府

と執行府の双方を関与させることで、相互牽制機能を働かせることにより、客観的

かつ中立的な財務報告システムや会計基準の構築を担保しようとしたものと考えら

れている。

さらに1990年10月には、GAO、OMBおよび財務省の合意（MOU : “Memorandum

of Understanding” ）により、連邦政府会計基準の実質的な設定機関としてFASABが

創設されることになった。ここでの仕組みは、連邦政府会計基準の設定を固有の任

務とする組織を設置し、基準設定手続に関しデュー・プロセスをとり入れている点

等において、基本的にはFASBやGASBの例を参考にしたものと考えられるが、独

立した機関として設置するのではなく、連邦政府会計制度の構築に関する主要な権

限機関であるGAO、OMBおよび財務省（以下、「スポンサー機関」という）の合同

の諮問機関とし、FASABの作成した会計基準案が公式に基準化されるためにはす

べてのスポンサー機関の承認を要するとした点等において、FASBやGASBと異な

る制度設計がとられた38。

こうしたFASABによる連邦会計基準の設定は、当初は単に上記スポンサー機関

の「合意」に基づくものに過ぎなかったが、1996年「連邦財務管理改善法」

（Federal Financial Management Improvement Act）39において、連邦政府が準拠すべき

会計基準の実質的な設定機関としてFASABが言及されたことによって、法律上の

「お墨付き」を得たといわれている。さらに1999年には、FASABは、AICPAにより、

連邦政府機関に適用される会計基準を設定する唯一かつ公式な機関として正式に認

知された（AICPA Code of Professional Conduct §203）。
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37 Tierney［2000］参照。
38 このように、FASABが立法府と執行府の合同の諮問機関として設置され、連邦政府会計基準が公式に基
準化されるためには、すべてのスポンサー機関の承認を得る必要があるとされたのも、上述のように、
立法府と執行府の相互牽制機能を働かせるための工夫の1つと考えられる。

39 同法は、フルコストの算出、既存の債務と偶発債務を含む債務全体の認識、連邦政府の財務状態の正確
な報告等を通じて、連邦政府の予算や会計手続、ひいては連邦財務管理の質をより向上させることを目
的としたものである。



（3）各現行制度の概要

ここでは、（1）でみた公会計制度の区分に従い、それぞれの制度につき、財務報

告にかかる制度的枠組み、会計基準設定機関の概要、会計基準の設定手続、財務報

告の目的等を中心に概観する40。

イ．連邦政府会計制度41

（イ）制度的枠組み

現在、連邦政府会計制度を構築・維持する権限および責務は、主にGAO、OMB

および財務省に付与されており（31 USC 3511（a）～（d））42、連邦法上、それぞれの

役割分担が明確に定められている。このうち、連邦執行機関に適用される会計基準

の策定については、前述のとおり、1990年のCFO法制定以来、OMBが第一次的な

責務を負っており、「適正な会計財務報告原則」に合致する形式・内容で会計基準

を設定することとされている（31 USC 3515（c））。そして、これに基づき、現在、

OMB通達（Circular）として「OMB連邦政府会計概念・基準書」（“OMB Statement

of Federal Financial Accounting Concepts and Standards”）が出されている43。

もっとも、同「概念・基準書」の実際の設定作業はOMB自身が行うのではなく、

前述のとおり、FASABに委ねられている。FASABは、GAO、OMBおよび財務省

（スポンサー機関）の合同の諮問機関として設置されており、その作成した基準案

が公式の連邦政府会計基準となるためには、すべてのスポンサー機関の承認が必要

とされている。また、正式な公表もGAOとOMBが共同で行うこととされているな

ど、OMB単独では会計基準を設定できないような仕組みがとられている。これは、

前述のように、会計基準の設定において立法府と執行府の双方を関与させ、相互牽

制機能を働かせることによって、客観的かつ中立的な会計基準の設定を担保しよう

としたものと考えられている。

160 金融研究/2002.3

40 各制度における会計基準の設定機関および設定手続の比較については、後掲の別表2を参照。
41 ここでの記述は、Tierney［2000］、若林［1987］、日本公認会計士協会公会計特別委員会編［1988］、橘
［1995］、山本［1999］、岸［1999］、廣田［2000］およびFASABのホームページを主に参照した。
42 GAOは、司法府（ただし、最高裁判所を除く）が従うべき会計報告の様式や手続についても定めること
が可能（may）とされている（31 USC 3511（c））。

43 ちなみに、予算会計に関する報告システムや会計基準については、GAOのほか、財務省が設定できると
されており（31 USC 3511、3513（b））、GAOとしては、財務省が設定した基準等が連邦政府会計にかか
る諸原則と整合的であり、適切であると判断した場合には、それを承認しなければならないとされてい
る（同3513（c））。こうした規定に基づき、現在、財務省より予算会計報告のためのガイドラインとして
「財務省・財務マニュアル」（“Treasury Financial Manual”）が出されており、各連邦政府は、これに従って
予算会計報告を作成し、財務省に提出することが要求されている（同3513（a））。財務省は、これらの情
報を基に「中央勘定」（central accounts）を作成し、その内容を日次、月次、年次ベースで公表する。また、
財務省は、連邦政府全体の財務運営にかかる報告書（同3513（a））の一部として、各機関から報告された
財務情報を基に連邦政府全体の予算会計にかかる年次報告書を作成し、議会に報告しなければならない
（同 331（a））。



なお、連邦政府に適用される「適正な会計財務報告原則」に合致する会計基準等

については、OMB Bulletin 97-101「連邦政府機関の作成する財務諸表の様式および

内容」（“Form and Content of Agency Financial Statements”）において図表2のような

階層構造が示されており、これが現在の公式見解とされている。

（ロ）FASABの概要および会計基準の設定手続

ａ．FASABの法的位置づけ、メンバー

上述のとおり、FASABはGAO、OMBおよび財務省（スポンサー機関）の合意

（MOU）により設置された「連邦諮問委員会法」（Federal Advisory Committee Act）

上の諮問委員会44である。したがって、後述のGASBやFASBと異なり、独立した法

人格を有しておらず、その権能も勧告機能に限定されている。

FASABのメンバー、組織構成、勧告手続等については、現在、1999年9月に

MOUを改訂するかたちで策定された「手続規則」（“Rules of Procedure”）が定めて

いる。これによると、FASABのメンバーは9名とされており、任期は2年（再選は2

回まで可能で最長6年）、非常勤となっている。
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44 連邦諮問委員会法上の諮問委員会には、①法律等により設けられたもの、②大統領により設けられ、ま
たは利用されるもの、③１ないし2以上の行政庁により設けられ、または利用されるもの、が含まれると
されており、FASABは③に該当する。なお、法律によって諮問委員会を設立する場合、その立法に際し
ては、①その目的を明確に規定し、②異なる見解がバランスよく公平に反映されるような人選がなされ
るようにし、③勧告が、任命権を有する行政庁や、特別の利益団体により不適切な影響を受けず、諮問
委員会の独立の判断の結果となるよう配慮し、④必要な範囲で、支出、報告書提出期日、委員会の存続
期間、報告書等の出版に関し規定し、⑤諮問委員会の適切なスタッフ確保および目的達成に必要な予算
が保障されるような規定を設けなければならないとされている（5条）。また、法律によって設立するか
どうかにかかわらず、諮問委員会に対しては、上下両院の各常任委員会による継続的な審査に服すると
ともに、設立日から起算して2年経過した時点で原則として廃止されることとなっており、存続させるた
めには、法律で別段の定めを設けるか、期間経過前に更新の手続が必要とされている。以上のような連
邦諮問委員会法の内容については宇賀［2000a］参照。

第1カテゴリー�

第2カテゴリー�

第3カテゴリー�

第4カテゴリー�

・OMB、GAO、財務省が合意し、OMBとGAOが共同で公表した各種基準�
�
・上記基準に関する解釈指針で、OMB Circular A-134「財務会計原則およ
び基準」（“Financial Accounting Principles and Standards”） による
手続に基づいてOMBより公表されたもの�
�
・OMBの公表するBulletinにおいて示された会計様式および内容に関する
基準で、当該財務諸表の作成期間において有効なもの�
�
・権威ある会計基準設定機関（authoritative standard setting  bodies）お
よびその他の権威ある源泉から公表された会計原則で、上記3順位まで
の基準等にはないもので、財務諸表の有用性を向上させるもの�

図表2 連邦政府に適用される「適正な会計財務報告原則」に合致する

会計基準等の階層構造



9名のメンバーは、連邦政府メンバー（Federal members）6名と非連邦政府メンバー

（non-Federal members）3名から構成される。具体的には、前者はGAO、OMB、財

務省、議会予算局（CBO）、内務関連機関（civilian agencies）、防衛あるいは外務関

連機関（defense and international agencies）よりそれぞれ1名ずつとされており、ま

た後者は、財界、会計実務界、学界の中から3名と定められている。これらのうち、

GAO、OMB、財務省およびCBOのメンバーは、各機関の長により任命され、各機

関の長の指示のもとで任務を遂行する。非連邦政府メンバーを含むそれ以外のメン

バーは、FASABのスポンサー機関（GAO、OMB、財務省）によって選任される。

スポンサー機関は、これらのメンバーの選任に当たり、①広範なバックグラウンド

から候補者を探すこと、②各個人の（a）職歴、（b）連邦政府機関における連邦財務

管理に関する実績、（c）連邦政府にかかる財務報告および財務管理に関する専門知

識等を考慮すること、③非連邦政府メンバーの選出に当たってはFASAB議長によ

り招集されたパネルによる推薦を考慮すること、が要求される。

議長は、スポンサー機関が非連邦政府メンバーの中から選任する。議長は、

FASABにおけるプロジェクトや審議案件の優先順位の決定、年次報告の準備のほ

か、事務局長やその他のメンバーと協議のうえ、各種のタスク・フォースや委員会

等を設置し、それらのメンバーを指名する。また、特定の機能や任務をFASABの

スタッフやタスク・フォースに付与したり、事務局長と協議のうえリサーチ・プロ

ジェクトを承認する権限等が認められている。

なお、FASABの運営は、FASABメンバーのうち、スポンサー機関の代表者3名と

議長によって構成される運営委員会（Administrative Steering Committee）が行う。運

営委員会は、事務局長の提案した採用人事につき承認したり、年間予算の作成等に

ついて監督する。同委員会の会合の模様は、原則として連邦行政命令集（Federal

Register）に掲載され、一般に公開される。

ｂ．会計基準設定手続

FASABの審議は、FASAB自身が必要と認めたとき、あるいはいずれかのスポン

サー機関の要請に基づいて開始される。FASABは、設立趣旨書（mission statement）

において、会計基準の設定に当たり、以下の点を厳守することが要求されている。

こうした要請は、客観的かつ中立的な会計基準を設定するために不可欠のものと考

えられている。

①連邦政府の財務情報の主要な利用者とその利用目的を明確にすること。

②そうした利用者のニーズに対応し、さらに理解可能性、目的適合性および信頼

性といった主要な要請を満たすかたちで財務報告の有用性を向上させるような

会計基準および原則を勧告すること。

③中央政府の財務関連機関に基準の導入を勧告すること。

④財務報告に含まれる情報に対する一般の理解を向上させること。

⑤コストを上回る便益が想定される場合に限り、基準や原則の勧告を行うこと。

⑥設定した基準の効果を検討し、必要な場合には改訂を勧告すること。
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⑦公開、中立かつ公平な議論が可能となるような手続に則り、アカウンタビリ

ティおよび意思決定への有用性といった財務報告の利用者の要請を考慮するこ

と。

⑧会計基準設定過程のあらゆる局面において、一般の幅広い層からのオープンか

つタイムリーな議論参加を助長するような設定手続を整備すること。

⑨会計基準設定手続が客観的かつ中立的であることにより、勧告する会計基準に

基づいて提供される情報が可能な限り連邦政府活動の成果を忠実に表すもので

あること。「客観的かつ中立的」とは、偏見がなく、特定の利害関係者の利益

のみを反映することが排除されていることを意味する。

ここで、FASABの会計基準の設定手続についてみると、特に⑦～⑨の要請に応

えるべく、公開主義に基づく適正手続（デュー・プロセス）がとり入れられている

点が特徴となっている。具体的には、まず、会計基準案の作成に当たり、通常、タ

スク・フォースが設置され、実際にはこれがプロジェクトの企画や論点整理のほか、

討議用資料、公開草案、ガイダンス等の作成等を行うが、かかるタスク・フォース

のメンバーには、対象となるプロジェクトに関連した専門知識や見識を有する者で

あれば誰でもなることができ、人数の制限もないとされている。これにより、幅広

い観点からの意見集約が図られている。また、基準化に先立ち、必ず公開草案を作

成してパブリック・コメントを求め、コメントを吟味した後でなければ最終案を採

択してはならないとされている。さらに、FASABの会合は原則として公開45とされ

ており、誰でも傍聴できる。このため、会合はあらゆる層の利害関係人がアクセス

可能な場所で行うことが要求されている。また、会合の議事録は公表されるほか、

FASABは適宜、公聴会を実施することとされている。このように、会計基準の設

定手続における公開性、透明性を高め、幅広い利害関係人による参加と監視を可能

とすることによって、客観的かつ中立的な会計基準の設定を実現し得ると考えられ

ている。また、前述のように、FASABのスポンサー機関を立法府と執行府の双方

から構成し、基準化にはすべてのスポンサー機関の承認を要するとすることで相互

牽制機能を働かせるようにしている点も、中立的な会計基準の設定に資するもので

あると考えられている。

なお、公開草案の公表や最終基準案の採択等には、FASAB会合における過半数

の賛成が必要とされる。議決権はメンバーのみが行使可能であり、代理行使は認め

られていない。こうして最終基準案がFASABの過半数によって可決されると、そ

の内容がGAO、OMBおよび財務省に送付される。これらスポンサー機関が基準案

を受領した後、90日以内（解釈指針や会計監査政策委員会作成のテクニカル・レ
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45 例外として、人事規程に関連する場合など、いわゆるサンシャイン法で非公開が認められている事由（5
USC 552（b））に該当すると考えられる場合は、FASABは、スポンサー機関に対して、会合の非公開を要
求することができる。非公開の判断は、GAOが行う。その結果、会合の一部または全部が非公開とされ
る場合には、FASABはその旨を明確な理由とともに、開催日の遅くても15日前までに連邦行政命令集に
掲載して公示しなければならないとされている。



ポート46の承認については45日以内）にいずれかのスポンサー機関が基準案を否決

しない限り、最終基準として確定し、GAOおよびOMBより正式に公表（連邦行政

命令集に掲載）される。これまで公表されたものとしては、3つの「連邦財務会計

概念書」（SFFAC : “Statement of Federal Financial Accounting Concepts”）と、18の

「連邦財務会計基準書」（SFFAS : “Statement of Federal Financial Accounting Standards”）

等がある（図表3参照）。なお、FASABの設定する会計基準では、第一義的には政

府執行機関が外部に報告するために作成する一般目的の財務報告（general purpose

financial reporting : 以下、「一般目的財務報告」という）が念頭におかれている

（SFFAC 2 par. 6）47。

（ハ）財務報告の目的および様式

ａ．財務報告の目的

連邦政府会計の目的については、SFFAC 1において、次の4点に関する情報を提

供することとされている48。

①予算準拠性（budgetary integrity）

財務報告利用者に対して、予算資源がどのように調達され、使用されたか、ま

たその調達と使用が法の規定に合ったものかについてのアカウンタビリティを

果たし得る情報を提供するものであること。

②運営業績

政府の資源管理の経済性・効率性および有効性（すなわち、報告主体のサービ

ス努力、コスト、成果、その努力と成果の関連性、報告主体の資産・負債管理

状況）について、財務報告利用者が評価できるような情報を提供すること。

③受託責任

当該期間の行政運営と投資活動が国に対してどのような影響を与えたか、その

結果として政府の財政状況がどのように変化し、また将来変化し得るかについ

て、利用者が評価するのに役立つ情報を提供すること。

④財務管理システムと内部統制

利用者が政府の財務管理システムおよび内部統制が適正か否かを評価するのを

支援すること。
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46 会計監査政策委員会（AAPC : Accounting and Auditing Policy Committee）は、FASABのスポンサー機関か
らの代表者各1名ずつと、CFOの代表者3名、監察総監の代表者3名およびFASABの事務局メンバー等から
構成される常設の機関であり、既存の会計基準に関する解釈指針を出す権限が認められている（新しい
会計基準の設定権限はない）。AAPCによる解釈指針は、FASABのレビューを経てスポンサー機関の承認
を受けた後、テクニカル・レポートとして公表される。同解釈指針は、前掲の連邦政府に適用される
「適正な会計財務報告原則」に合致する会計基準等の階層構造（図表2）のうち、第2カテゴリーに位置づ
けられている。なお、AAPCについても会合の公開および議事録の公表がなされている。

47 一般目的財務報告とは、報告主体の外部にいる情報利用者の一般的あるいは共通のニーズを満たすため
の情報提供を目的とした財務報告をいい、特定のニーズを満たすための財務報告（例えば監督目的に基
づく財務報告）や、報告主体内部の情報利用者に対する財務報告（例えば管理財務報告）と区別される。

48 山本［1999］、岸［1999］参照。



以上からもわかるとおり、連邦政府会計の目的においてはアカウンタビリティ49

の遂行が重視されている。すなわち、政府会計報告の2つの基礎的な価値

（fundamental value）は、「アカウンタビリティの遂行とその結果として実現される

利用者の意思決定への有用性（“accountability”and its corollary, “decision usefulness”）」

（SFFAC 1 par. 71）にあるとされており、第一義の価値はアカウンタビリティにあ

ることが強調されている50。
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49 アカウンタビリティの詳細については、AAA［1972］参照。
50 岸［1999］参照。

     番号                                      タイトル 公表年月 適用開始�

SFFAC（Statement of Federal Financial Accounting Concepts：連邦財務会計概念書）�

SFFAC   1 連邦会計報告の目的 93年  9月 －�

SFFAC   2 報告主体および様式  95年  6月 －�

SFFAC   3 行政管理にかかる討議および分析 99年  4月 －�

SFFAS（Statement of Federal Financial Accounting Standards：連邦財務会計基準書）�

SFFAS   1 特定資産および負債の会計 93年  3月 1994年�

SFFAS   2 直接貸付金および信用保証の会計 93年  8月 1994年�

SFFAS   3 棚卸資産および関連資産の会計 93年10月 1994年�

SFFAS   4 行政管理上のコストに関する会計概念および会計基準 95年  7月 1998年�

SFFAS   5 連邦政府債務の会計 95年12月 1997年�

SFFAS   6 有形固定資産の会計 95年11月 1998年�

SFFAS   7 収入その他の財源にかかる会計 96年  5月 1998年�

SFFAS   8 補足的な受託責任報告 96年11月 1998年�

SFFAS   9 SFFAS 4の適用延期について 97年10月 1998年�

SFFAS 10 内部使用ソフトウエアの会計 98年10月 2001年�

SFFAS 11 有形固定資産会計の改訂―定義 98年12月 1999年�

SFFAS 12 訴訟による偶発債務の認識 99年  2月 1998年�

SFFAS 13 SFFAS 7の一部適用延期について 99年  2月 1999年�

SFFAS 14 繰延修繕費にかかる会計処理の改訂 99年  4月 1999年�

SFFAS 15 行政管理にかかる討議および分析 99年  4月 1999年�

SFFAS 16 有形固定資産会計の改訂－相続不動産のマルチ利用 99年  7月 2000年�

SFFAS 17 社会保険会計 99年  8月 2000年�

SFFAS 18 SFFAS 2の改訂 00年  5月 2001年�

図表3 FASABによる連邦財務会計概念書および基準書



ｂ．財務報告の様式

財務会計にかかる報告書の作成が要求される連邦政府機関の範囲等については、

連邦法自体が大枠を定めている。FASABの勧告に基づき設定される連邦政府会計

基準は、かかる連邦法の規定の枠内で、具体的な財務報告の様式や会計基準につき

定めるものである51。

連邦法上、連邦政府に要求される主な財務報告としては、①CFO設置義務のある

連邦執行機関による個別年次報告書等、②政府関係法人による個別の年次運営報告

書、③OMBによるステータス・レポート、④財務省による連邦政府全体の年次報

告書がある。以下、順次簡単にみていく。

①CFO設置義務のある連邦執行機関による個別年次報告書等の作成

CFOの設置が義務づけられている連邦執行機関については、毎年、財務会計にか

かる報告書（以下「年次報告書」という）を作成し、独立監査を受けたうえで、そ

れを監査報告書とともに、OMBに提出しなければならないとされている（31 USC

3515（a）、3521（a））。こうした連邦執行機関としては、現行法上、24機関が列挙さ

れている。具体的には、すべての省（department）のほか、人事管理庁、環境保護

庁、連邦緊急管理庁といった主要な独立機関等とされている52（31 USC 901（b））。

財務報告の具体的な内容については、法文上は「当該連邦政府機関のすべての勘

定および関連する庁や局（agency、office、bureau、service等）の活動をカバーした

監査証明付きの財務諸表（audited financial statement）」と規定するのみで（31 USC

3515（a））、具体的な内容や会計基準等については、前述のとおり、OMBが、

FASABの勧告に基づきGAOおよび財務省の承認のもと、定めている。これによる

と、連邦執行機関は、財務会計に関する基本財務諸表として、（a）貸借対照表

（Balance Sheet）、（b）純費用計算書（Statement of Net Costs、企業会計における損益

計算書に相当）、（c）純資産変動表（Statement of Changes in Net Position）、（d）財産

管理業務報告書（Statement of Custodial Activities）、（e）予算資源報告書（Statement

of Budgetary Resources）、（f）資金調達報告書（Statement of Financing）等の作成が

要求されている53（SFFAS 2 par. 74）。また、これらの財務情報に加え、（g）業績評

価報告書（Statement of Program Performance Measures）と（h）受託責任（stewardship）

に関する情報といった非財務情報の報告も要求されている。このように、連邦執行

166 金融研究/2002.3

51 FASABも、その概念ステートメントにおいて、「FASABは、いずれの報告主体が財務諸表を作成し、公表
すべきかについては定義しない。これを決定するのは、議会、OMBそのほかの監督機関（oversight

organizations）である」と述べている（SFFAC 2 par. 4）。
52 前述のとおり、1990年のCFO法制定当初は、対象機関がパイロット的に10機関に限定されていたが、1994
年の「連邦財務管理法」（Federal Financial Management Act）により現在の24機関に拡大された。

53 これらのうち、（d）の財産管理業務報告書とは、他機関のために資金の徴収を行う機関が、他機関に徴収
金を移転するまでの資金の管理状況につき報告するものであり、（e）の予算資源報告書とは、予算源泉の
種類とその期末における状態を前年度と比較して示すものである。また、（f）は、（b）と（e）の調整を図る
ものである。



機関の年次報告書においては、財務諸表といった会計数値に加え、詳細かつ広範な

非財務情報の提供が要求されているが、これは、公的主体の運営成果や財務管理の

適正性等を評価するうえでは、財務情報と非財務情報を一体として評価することの

重要性を認識したものと捉えることができよう54。

こうした個別の年次報告書に対しては、上述のとおり、独立監査を受けることが

要求されるが、かかる監査は「一般に受け入れられた政府監査基準」（GAGAS :

generally accepted government auditing standards）に基づいて行うべきこととされて

いる（31 USC 3521（e））。何がGAGASに当たるのかについては、法文上、規定され

ていないが、GAOの設定した「政府監査基準」（“Government Auditing Standards”）55

がこれに相当すると考えられている56。また、GAOは、独立監査の結果を独自にレ

ビューすることが認められている（31 USC 3521（g））。

このほか、CFOは、所管機関の会計・内部統制システムが一定の法定要件57を具

備しているかどうかについての報告書（以下「会計・内部統制システムの適正性に

関する報告書」という）を、大統領（実際はOMB）と議会に報告することが要求

されている（31 USC 3512（d））58。そのための評価ガイドラインの作成はOMBの責

務とされている。また、GAOには、かかるガイドラインを基に各機関の会計・内

部統制システムの適正性を独自に検証し、承認を与える権限が認められている（31

USC 3512（f）、（g））。

②政府関係法人による個別の年次運営報告書の作成

政府関係法人についても、①のCFO設置機関と同様、毎年、「年次運営報告書」

（Annual Management Report）を作成し、独立監査を受けたうえで、それを監査報告
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54 公的主体に対する財務情報と非財務情報の双方からの評価の重要性については、例えば宮田［2001］お
よび日本銀行金融研究所［2001］参照。

55 かかる「政府監査基準」は、営利企業の監査において適用されるAICPA作成の「一般に受け入れられた
監査基準」を基に、連邦政府への適用といった観点から独自の基準を追加して作成されている。

56 監査の結果、「無限定意見」（unqualified opinion : 財務諸表が「適正な会計財務報告原則」に準拠して作成
されており、当該報告主体の財務状態を適正に表示していることを意味する監査人の意見）を取得した
機関の数は、24機関中、1996年は6機関のみであったが、1999年には確認されただけでも13機関あり、
「意見差控」（opinion disclaimer）を受けた機関は5機関にまで減少している。
57 各連邦執行機関が構築・維持すべき会計・内部統制システムの要件は、以下のように法定されている
（31 USC 3512（b））。これらの要件を満たすシステムは、財務会計報告と予算会計報告のいずれにとって
も適切なものと考えられている。
①当該機関の活動に伴う財務運営結果（financial results of the activities）を完全に開示するものであるこ
と。
②当該機関の財務管理上、必要な財務情報を十分に提供するものであること。
③当該機関の責任に属する資産の有効な管理およびアカウンタビリティの遂行を可能にするものである
こと。
④次の事項の基礎となる信用し得る会計結果を提供するものであること。
（a）当該機関による予算要求の作成およびその支持
（b）当該機関による予算執行の統制
（c）大統領が§1104（e）に基づき要求する財務情報
⑤財務省の管轄する中央勘定システム（注43参照）と統一的であること。

58 かかる報告書の提出義務は、CFO設置機関以外の連邦執行機関に対しても要求されている。



書とともに、OMB、議会、大統領およびGAOに提出しなければならないとされて

いる（31 USC 9106（a）（1）、（b））。

年次運営報告書の具体的な内容としては、連邦法上、（a）財務状態表（企業会計

における貸借対照表に相当）、（b）業績計算書（企業会計における損益計算書に相

当）、（c）キャッシュ・フロー計算書、（d）予算報告書との調整表（reconciliation）、

（e）内部統制システムの適正性に関する報告書等を含むことが要求されている（31

USC 9106（a）（2））59。これらの財務諸表に対しても、監察総監または外部監査人に

よるGAGASに従った独立監査が要求されているとともに、GAOは、独立監査の結

果を独自にレビューすることが認められている（31 USC 9105（a）（4））。

③OMBによるステータス・レポートの作成

上記①の監査報告書付き年次報告書および会計・内部統制システムの適正性に関

する報告書と、②の年次運営報告書を受領したOMBは、それらの概要を「ステー

タス・レポート」にまとめて議会に提出することとされている（31 USC 3512（a））。

「ステータス・レポート」は、連邦財務管理状況についての報告として、1993年の

「政府業績成果法」（Government Performance and Results Act）によってOMBに作成

が義務づけられたものであり、上記各種報告書の概要に加え、会計・内部統制シス

テムが不適切な機関のリスト、執行府全体の財務管理状況に関する分析等が含ま

れる。

「政府業績成果法」は、ほぼすべての連邦執行機関に対して、その使命および目

的を明確にさせ、中期的な戦略プランや単年度の業績プランの作成等を義務づけた

ものであり、こうしたプランを基に各機関の業績測定を行い、最終的にはアウトカ

ムに焦点を当てた業績評価と予算配分との関連づけを行うことを目指したものであ

る60。これにより、OMBは、上記ステータス・レポートの作成・提出に加え、各連

邦執行機関の機能や活動に関する趣旨書（mission statement）、アウトカムと関連づ

けられた運営目標、それらを達成するために必要な手順、スキル、資源等について

の情報等を含む連邦政府の「戦略的プラン」を作成し、議会に提出することが要求

されている。このプランは、先行き5年分の計画をカバーし、3年ごとにリバイスさ

れる。これを受けて、各連邦執行機関は、OMBが当該プランを作成するのに必

要な情報（プロジェクト別の業績プラン等）をOMBに提出することが要求されて

いる。

このように、OMBの作成する連邦政府全体の財務管理状況の報告においても、

各機関の財務諸表といった会計数値に加え、詳細かつ広範な非財務情報の重要性が

意識されている。
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59 このように、政府関係法人に要求される財務報告の内容が連邦執行機関とは別に定められている理由は
明らかでないが、その内容が連邦執行機関に要求されるものと比べて企業会計により近いものとなって
いる点を考えると、報告主体の性格や活動内容の違い（政府関係法人のほうが民間セクターへの融資業
務など、営利企業類似の活動を行っている）に由来するのではないかと考えられる。

60 政府業績成果法の詳細については、例えば本多［1998］、政策評価研究会［1999］、宇賀［2000a］、山本
［2001］を参照。



④財務省による連邦政府全体の連結財務諸表の作成

上記①や②の個別の財務報告に加え、財務省は、毎年、OMBの定める基準に

従って連邦政府全体の連結財務諸表を作成し、GAOの監査を受けたうえで、大統

領および議会に提出することとされている（31 USC 331（e））。かかる連結財務諸表

の範囲は、法文上、執行府に属するすべての機関とされているほか、実際には、司

法府および立法府に属する機関の一部を含んでおり、上記個別報告書の作成機関の

範囲をはるかに超えている。すなわち、財務省の作成する連結財務諸表は、特定機

関による個別の年次報告書に示された財務諸表を単純に結合させたものではなく、

それらの情報を参考にしつつ、財務省が独自に作成するものである。なお、連邦準

備制度や民間の保有する連邦保証企業（privately-owned government sponsored

enterprises）61は、その独立性等を理由に、連結対象から除かれている（SFFAC 2

paras. 47、48参照）。

こうした連邦政府全体の連結財務諸表の作成および同連結財務諸表に対する

GAOによる監査は、1994年の「連邦財務管理法」（Federal Financial Management Act）

によって法律上義務づけられるようになった。「連邦財務管理法」に基づく同連結

財務諸表は、1995年度から実際に作成、公表されており、純資産変動表（Statement

of Operation and Changes in Net Position）、純費用計算書（Statement of Net Costs）、貸

借対照表といった財務諸表のほかに、詳細な受託責任情報が報告されている。

また、GAOによる監査は1997年度の連結財務諸表から実施され、これまでに

98年度、99年度、2000年度と4回行われたが、いずれの監査結果も「意見差控」で

あった。その主な理由としては、①資産につき適切な会計処理および財務報告が

なされていないこと、②主要な貸出や信用保証等に関するコストや、政府活動にか

かる純コスト等の適切な計測や的確な報告がなされていないこと、③環境対策に必

要な費用（環境債務）や連邦職員等の恩給支払制度にかかる債務等62の見積りに信

頼性がないこと、④各連邦政府機関相互間で財務諸表の作成方法に不統一性がみら

れること、⑤財務報告に用いられるコンピュータのセキュリティに深刻な問題がみ

られるため、会計データの信憑性に疑いがあること、⑥ほとんどの機関の会計・内

部統制システムが1996年「連邦財務管理改善法」の要件を満たしていないこと、等

が挙げられている。こうした監査結果は、連邦政府全体の連結財務諸表の作成が最

近導入された制度であり、未だ試行錯誤の段階にあることを示しており、今後の改

善が期待されている。
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61 連邦保証企業あるいは連邦政府支援企業（government sponsored enterprises）という用語にはいくつかの定
義があるが、ここでは、私的所有であるが、連邦政府が法人格を付与した金融機関であり、特定の経済
分野に資本投下するものをいう（狭義の政府保証企業）。連邦住宅融資譲渡抵当協会、学生融資市場協会、
連邦住宅融資銀行システム協会、連邦農業譲渡抵当協会、農業信用システム協会等がこの類型に該当す
るとされている（SFFAC 2 par. 48）。政府保証企業の定義については例えば宇賀［2000b］参照。

62 連邦政府の連結財務諸表上、公的年金債務はすでに支払期日が到来したが未払いのもののみが計上され
ており、将来の給付分は計上されていない（もっとも、管理情報において年金の将来収支についての分
析が記載される）。一方、連邦職員や退役軍人に固有の恩給支払制度に基づく退職年金債務については、
負債計上されている（会田ほか［2000］）。



ｃ．財務会計報告と予算会計報告との関連性

以上のような財務会計に必要なデータは、予算会計のためのデータと別個の記帳

システムによって記録・集計されるのではなく、両者のデータはいずれも「標準総

勘定元帳」（Standard General Ledger）において記録・集計される。「標準総勘定元

帳」は、連邦政府機関におけるすべての勘定および会計的取引を対象とした統一的

な記録・集計表を提供するものであり、すべての連邦政府機関における外部向け財

務報告が均質的な情報に基づいて作成されるのを支援するとともに、予算会計情報

と財務会計情報との集約（integrate）を図ることを目的として、OMBのイニシア

ティブにより作成された。1989年の完成後は財務省に承継されて、現在では「財務

省・財務マニュアル」の補遺に規定されている。

このように、連邦政府機関にかかる会計的取引（会計事象）は、財務会計上のも

のか予算会計上のものかを問わず、すべて「総勘定元帳」に記帳され、ある会計的

取引が生じると、通常、予算会計と財務会計のいずれに対しても何らかの記帳（仕

訳）が行われる仕組みになっている。こうしたデータの集約化を通じて、財務会計

と予算会計との連関性の確保が図られているが、これは予算と財務会計のリンクの

重要性を考慮したものと考えられる63。また、前述のとおり、CFOには会計情報と

予算情報の集約化（integration）を図ることが要求されており、これに基づき、CFO

設置機関が作成する年次報告書には、予算会計における予算ベースの勘定（予算勘

定）と、財務会計におけるコスト・ベースの勘定（財務勘定）が適切に関連づいて

いることを示すための資金調達報告書（statement of financing）の作成が要求されて

いる。こうした点も、予算と財務会計との連関性を重視したものといえよう。

なお、1994年「連邦財務管理法」により、OMBに対して、複数の法律によって

連邦執行機関に要求されている種々の財務報告を簡潔化する権限が付与されたの

を受けて、OMBより、財務会計報告、予算会計報告および業績プラン・評価結果

に関する報告等を1つのパッケージとしてまとめた「アカウンタビリティ・レポー

ト」の作成が提案されている。同レポートの活用は任意であるが、1995年度に6

つの連邦執行機関が、また、96年度には14機関が自主的に作成するなど、導入が

進んでいる。
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63 すなわち、営利企業のガバナンスでは予算（事業計画）の設定は経営者に委任されているが、株主等に
よる決算情報の評価・承認というプロセスを通じて、決算情報が翌年の予算に活かされるのに対して、
公的主体のうち、特に政府については、議会による予算承認は必要とされる一方、決算の承認は必要と
されていないため、決算情報（特に財務会計報告）に基づく政策評価が予算設定に活用されるメカニズ
ムが、アプリオリには存在しない。そのため、こうした主体においては、制度として決算情報に基づく
政策評価と予算を有機的に関連させるような配慮が必要となってくるが、そうした配慮の1つとして、予
算会計と財務会計との相互連関を図ることが考えられる。このように両者の相互関連性を確保すること
によって、予算配賦された資金と、それに基づいてなされた財務運営結果とを結び付けて捉えることが
可能となる。この点に関する詳細は、山本［1999、2001］、宮田［2001］等を参照。



ロ．州・地方政府会計制度64

（イ）制度的枠組み

米国の連邦制度において、連邦政府に与えられる権限は合衆国憲法の条文で明記

されているが、その中に州・地方政府にかかる会計制度に関する規定は見当たらな

い。このことから、連邦政府には、連邦法令の制定等により、州・地方政府の会計

に対して何らかの規制を加えることは一般的に許容されず、会計制度の構築は各

州・地方政府の自主性に委ねられていると考えられている65。

しかし、その一方で、州・地方政府が連邦政府から補助金を受領して何らかの事

業を行っている場合には、連邦政府は州・地方政府の財務管理運営につき重大な利

害関係を有するため、州・地方政府の財務管理運営をモニターするための規制を加

えることが許容される。こうした点から、連邦政府から補助金を受けて事業を行っ

ている州・地方政府については、連邦法上、財務状況に関する独立監査を受け、そ

の結果を連邦政府（具体的にはOMB）に報告することが義務づけられている。

こうした監査は、かつては連邦補助金を受ける事業（以下、「連邦補助事業」と

いう）ごとに実施することが要請されていた。しかし、事業ごとの監査では、実施

されている連邦補助事業の数だけ監査が必要となることから、監査の重複や人的資

源が不足するといった問題があった。また、監査基準が不明確であったため、事業

ごとに監査方法や監査結果の質がまちまちになるといった問題が指摘されていた。

そこで、こうした問題を解決すべく、1984年に「単一監査法」（Single Audit Act）

が制定され、連邦補助事業にかかる監査方法の統一化、簡略化が図られた66、67。こ

れによって、一定額以上の連邦政府補助金の支出を受けた州・地方政府等について

は、その財務諸表や内部統制システムの適正性および法令等への準拠性（合規性）
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64 ここでの記述は、若林［1987］、日本公認会計士協会公会計特別委員会編［1988］、橘［1995］、GASB

［1999］およびGASBのホームページを主に参照した。
65 日本公認会計士協会公会計特別委員会編［1988］参照。また、米国における政府間の関係については宇
賀［2000a］等を参照。

66 「単一監査法」の制定経緯については日本公認会計士協会公会計特別委員会編［1988］を参照。なお、同
法は、1996年7月に一部改訂されており、本稿での記述は、改訂後の内容によっている。

67 単一監査法の目的は、次の5つとされている（改訂単一監査法§1（b））。
①非連邦組織（non-Federal entity）の連邦補助事業に関する財務管理制度を改善すること。
②非連邦組織の連邦補助事業に関する監査につき、統一された制度を確立すること。
③監査資源（audit resources）の効果的活用を促進すること。
④監査にかかる非連邦組織の負担を軽減すること。
⑤連邦政府の各省庁（federal departments and agencies）が、本法による監査結果を信頼し、活用すること
を可能な限り確実ならしめること。
ここで「非連邦組織」とは、連邦政府以外の法人、信託、連合、協同組織などあらゆる形態の団体で
あって、①主に学術、教育、奉仕その他類似の公益目的において活動し、②営利を主な目的とせず、③
純利益を当該団体の活動の維持、増進および拡大のために用いるものをいうとされており（31 USC 7501
（a）（14））、その出資形態（公的資金か民間資金か）は問題とされていない。具体的には、州・地方政府
のほか、非営利組織体（nonprofit organization）が含まれる（同（13））。



につき独立監査68を実施し、その監査結果および財務諸表等をOMBに提出するとと

もに、一般の閲覧に供することが義務づけられている（31 USC 7502（a）、（e）、（h）

等）。

単一監査法の施行上の主務官庁は、OMBとGAOであり、OMBは、GAOや州・地

方政府と協議のうえ、単一監査法の実施に関するガイドラインを作成する権限およ

び責務69を有するほか、監査対象となる州・地方政府ごとに、連邦省庁の中から責

任官庁を指定する権限および責務を負う（31 USC 7504（a）、7505（a））70。一方、

GAOはOMBによる本法実施のためのガイドライン設定に関与するとともに（同

7505（a））、本法に関して連邦議会の委員会より法案および決議が出された場合に

は、それに対してモニタリングを行う権限および責務が与えられている（同7506

（a））。

このように、財務報告システムの構築および適用においてOMBとGAOが関与し

ている点は連邦政府会計制度と同様である。もっとも、会計基準の設定は後述の

GASBが行っており、OMBやGAOには会計基準の設定権限が付与されていないこ

と、GAOによる独自の監査が認められていないこと等において、これらの関与の

程度は連邦政府会計制度の場合と比べて弱いといえる。

単一監査法上の独立監査は、具体的には一会計年度中に支出された連邦補助金の

総額が30万ドル（あるいはOMBの定めた額 71）以上の州・地方政府に対して毎年実

施することが義務づけられる（31 USC 7502（a）（1）、（b））。他方、一会計年度中に

支出された連邦補助金の総額が30万ドル（あるいはOMBの定めた額）未満の州・

地方政府については、本法の対象として扱ってはならないとされている（同7502

（a）（2））72。

また単一監査法上の独立監査に関しては、2つ以上の連邦補助事業に関して連邦

補助金の支出を受けた州・地方政府については、補助金を受けている州・地方政府

全体を1つの単位とした監査（以下、「単一監査」という）とすることが求められて

いる。これに対し、連邦補助金の支出を受けた連邦補助事業が1つだけであり、別

途、それにつき財務諸表監査を要求する法令や契約がない場合には、連邦補助事業

単位の監査（以下、「補助金監査」という）を選択することが認められている。な

お、単一監査を受ければ原則として事業ごとの補助金監査は不要であるほか（同
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68 単一監査法においては、「一般に認められた政府監査基準」の定める「独立」の基準を満たした、被監査
政府以外の州・地方政府に勤務する外部監査人（検査官）あるいは公認会計士による監査をいうとされ
ている（同7501（a）（8））。

69 これに基づいてOMBよりCircular A-128が出されている。
70 責任官庁は、OMBの定めるガイドラインに従い、担当の州・地方政府が単一監査法上の財務報告を適切
に行うように監督する責任を負う。

71 OMBには、2年ごとに、単一監査法による独立監査の対象とされる補助金額の下限を見直し、必要な場合
には修正することが可能とされている。もっとも、30万ドルを下回る下限を設定することは認められな
い（31 USC 7502（a）（3））。

72 もっとも、実際には、ほとんどの州・地方政府が単一監査法の適用要件を満たし、独立監査の対象になって
いるといわれている（日本公認会計士協会公会計特別委員会編［1988］）。



7502（a））、単一監査法上のいずれかの監査を受ければ、同法以外の法令によって

要求される監査を受ける必要がないとされ（同7503）、複数の法令による監査の重

複が排除されている。

ここで、州・地方政府に対して独立監査を行う際に従うべき監査基準については、

単一監査法上、GAOの定める基準がこれに該当することが明確に定められている

（同7501（a）（7）、7502（c））。他方、かかる監査の拠り所となる会計基準、すなわち、

監査人が財務諸表の適正性を判断するための基準については、GAAPに従うとされ

ているだけで（同7502（e）（1））、具体的な会計基準等は挙げられていない。そこで、

どのような会計基準等に従えばGAAPに従ったと判断されるのかが問題となるが、

この点については、1992年AICPA監査基準書第69号「独立した監査人の報告におい

て『一般に認められた会計原則に準拠して適正に表示されている』と表示されてい

ることの意味について」（“ The Meaning of Present Fairly in Conformity with Generally

Accepted Accounting Principles in the Independent Auditor’s Report”）において、図表4

のような階層構造が示されており、これが現在の公式な見解とされている。ここで

は、GASBの設定する会計基準等が第1カテゴリーに位置づけられており、GASBが

州・地方政府会計基準の設定機関であることが示されている73。
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73 注67で述べたように、単一監査法は非営利組織体も対象となるが、その場合のGAAPに合致する会計基準
等は、図表4に示したものではなく、後掲図表7に示したものであると考えられる。

第1カテゴリー�

第2カテゴリー�

第3カテゴリー�

第4カテゴリー�

第5カテゴリー�

・GASBの設定した基準書および解釈指針�
・AICPAおよびFASBの意見（pronouncements）のうち、GASB基準書や解釈
指針において州・地方政府に適用されると明示されたもの�
�
・GASB専門公報（Technical Bulletins）�
・AICPA業種別監査指針およびAICPAの意見書（SOP）のうち、AICPAが州・
地方政府にも適用されると特定し、かつGASBがその旨を明らかにしたもの�
�
・AICPAの会計基準実行委員会（AcSEC）の実務公報（Practice Bulletins）の
うち、GASBによって特に州・地方政府にも適用されるとされたもの�
・GASBにより組成された会計士団体によって示された統一的見解（consensus 
positions）�
�
・GASBスタッフより出された適用ガイダンス（Q＆A）。州・地方政府におい
て広く認められ、行われている会計実務�
�
・その他の文献（州・地方政府機関に適用される基準として特定されていない
GASB概念ステートメントやAICPA、FASBの意見を含む）�

図表4 州・地方政府に適用されるGAAPに合致する会計基準等の階層構造



（ロ）GASBの概要および会計基準の設定手続

ａ．GASBの法的位置づけ、メンバー

既述のとおり、GASBは、現存するすべての組織から独立した民間の非営利法人

として設立・運営されているFAFの常設の傘下機関として、1984年に設立された。

FAFは、任期3年の無給で非常勤の16名の理事会メンバー（うち13名はFAFの幅広

い支援組織によって任命される選挙人によって選出され74、残りの3名は選出時点

の現職の理事によって選出される）から構成されるとともに、その運営資金は、特

定の利害関係人からの出資に偏ることがないように、多様な支援組織から幅広く徴

収される寄付金と出版関係からの収入によって賄われている。これらによって、

FAFは人事および資金の両面から独立性の確保が図られているとされている。こう

したFAFの傘下組織としてGASBを位置づけ、その運営資金の調達アレンジやメン

バーの任命、年間予算の承認、活動状況に対するモニタリング等をFAFの権限とす

ることによって、GASBの組織および運営についても独立性の確保が図られている。

GASBのメンバーは現在7名であり75、上述のようにFAFによって任命される。メ

ンバーの構成につき、FASABのような具体的な定めはなく、会計士団体や学界の

ほか、政府機関等からメンバーを選出することも可能とされている。いずれも有給

であるが、議長は常勤かつ専任であるのに対し、その他のメンバーは非常勤であり、

他の組織との兼務も認められている。このほか、専門スタッフが約10名ほどいる。

また、資金面では、FAFによる調達アレンジのもと、州・地方政府、財務諸表作成

者、財務報告利用者、公認会計士等からの寄付金や出版収入より賄われている76。

このように、GASBは、後述のFASBと並列するかたちでFAFの傘下組織として設

置されているが（図表5参照）、運営資金に政府からの寄付金が含まれている点、政

府関係者もメンバーとなり得る点、議長以外のメンバーは非常勤であり、兼業や所

属機関との関係維持も認められる点等で、後述のFASBと異なる構造がとられてい

る。

なお、GASBの諮問機関として、「政府会計基準諮問委員会」（GASAC :

Governmental Accounting Standards Advisory Council）が設けられている（図表5参照）。
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74 選出される13名の理事の出身母体の割振りは、AICPAより4名、財務担当経営者協会より2名、ファイナ
ンシャル・アナリスト協会、アメリカ会計学会、全米会計人協会および証券業協会から各1名、その他の
政府会計団体から3名とされているが、選出される者は、必ずしも所属協会の利益代表ではないとされて
いる（企業財務制度研究会［1994］）。

75 GASB発足当初は5名であったが、1989年にFAFとGASAC（後述）の合同設置委員会より行われたGASB

体制のレビューにおいて、GASBメンバー全員を常勤とすべきとの見直し案が提示されたこと（FAF and
GASAC［1989］参照）等を踏まえ、同案の採用は見送る一方で、非常勤であることを補う目的等から、
その後、FASBと人数を合わせるかたちで、7名に増員されたものと考えられる。

76 ちなみに、州・地方政府からの寄付金は、2000年度において全体の約1/3を占めている一方、2001年現在、
メンバーの中に政府関係者はいない。



同委員会は、財務諸表作成者、監査主体および利用者の代表者25名以上により構成

されており、政府関係者がメンバーとなることも認められている77。

ｂ．基準設定手続

GASBにおけるプロジェクトは、基本的にはGASBの裁量によって決定される。

親組織であるFAFによってプロジェクトが提案される場合もあるが、FAFには当該

プロジェクトの実施をGASBに強制したり、GASBのプロジェクトを変更させると

いった権限はない。

GASBは、会計基準書や概念書の設定に当たり、以下の方針に従うことが要求さ

れている。

①客観的かつ中立的に意思決定を行うこと。また、設定された会計基準によって提

供される情報が、可能な限り、州・地方政府の活動の成果を忠実に表現するもの

であること。

②利害関係人（constituent）の見解を慎重に検討すること。それによって、会計基

準が説明責任と政府会計利用者の意思決定におけるニーズを満たし、州・地方政

府財務報告の作成者や監査人において一般的に受容されることが期待される。
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支援諸団体�

財務会計財団（FAF）�

財務会計基準諮問委員会（FASAC）�

資料：企業財務制度研究会［1994］�

財務会計基準審議会（FASB）� 政府会計基準審議会（GASB）�

専門委員会（タスク・フォース）� 専門委員会（タスク・フォース）�

政府会計基準諮問委員会（GASAC）�

�

図表5 GASBおよびFASBの位置づけ

77 最近では28の関係団体の代表者から構成されることが定例化しており（2001年現在では2名欠員）、政府
関係者としては、例えばGAOの代表者や連邦執行機関のCFOがメンバーとなっている。なお、GASACは、
GASBに対して諮問機関としての役割を担うほか、外部監視的機能も果たしているとの見方もある。もっ
とも、GASACは、GASBの上部組織であるFAFを中心とした会計基準設定機構全体からみれば内部機関で
あり、また、GASBの決定等を承認・変更する権限はないことから、GASBとGASACの関係は、連邦政府
会計制度におけるFASABとスポンサー機関との関係とは異なる。



③便益がコストを上回る場合に限り、基準を設定すること。

④別途会計基準が設定されている特定の政府関連機関（政府所有機関 :

governmentally owned special entities）の財務報告へのGASB作成基準の適用可能性

を検討すること。

⑤財務報告過程における混乱を最低限に抑えつつ、必要な基準の変更を行うこと。

⑥過去の決定の効果をレビューし、必要であれば、既存の基準の解釈、改訂、置換

えを行うこと。

こうした要請に応えるべく、特に会計基準の設定手続においては、FASABと同

様、特定の利害関係集団のみが影響を行使することのないように、公開主義に基づ

く適正手続（デュー・プロセス）がとり入れられている。その具体的な方法も

FASABとほぼ同様であり、プロジェクトごとにさまざまなバックグラウンドをも

つ15名程度の有識者によるタスク・フォースを設置して多様な意見の集約を図るほ

か、討議用資料、公開草案、暫定的見解等の公表、審議会やタスク・フォース会合

の公開および議事録の公表、公聴会の実施等を通じて、基準設定過程における幅広

い利害関係人による参加と監視を可能とすることによって、客観的かつ中立的な会

計基準の設定を実現しようとしている。

なお、公開草案の公表や最終基準の確定には、メンバーの過半数の賛成が必要と

されている。これにより最終基準が確定すると、その他の機関による承認等を経る

ことなく、そのままGAAPに合致するものとして認められる。これまでに、2つの

「政府会計概念書」（Statement of Governmental Accounting Concepts）と38の「政府会

計基準書」（Statement of Governmental Accounting Standards）のほか、さまざまな解釈

指針、討議用資料、利用者ガイド等が設定、公表されている（図表6参照）。これら
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�

�

会計報告の目的�

サービス提供努力と成果に関する報告�

�

NCGA公表物およびAICPA 業種別監査ガイドの有効性�

内国歳入法§457に基づく繰延報酬費用計画にかかる財務報告�

金融機関における預金、投資（レポ取引契約を含む）および買戻

契約（Reverse Repurchase）�

FASB 基準書第87号「年金にかかる事業主の会計」の州・地方政

府への適用可能性�

公務員退職制度における年金情報の開示�

分担金（special assessments）にかかる会計財務報告 �

負債消滅（Defeasance of Debt）をもたらす繰上返済 �

FASB基準書第93号「非営利組織体における減価償却の認識」の

特定の州・地方政府への適用可能性�

�

公表年月 適用開始�

�

87年  5月      －�

94年  4月      －�

�

84年  7月 84年  7月�

86年  1月 86年12月�

86年  4月 86年12月�

�

86年  9月 86年  9月�

�

86年11月 86年12月�

87年  1月 87年  6月�

87年  3月 86年12月�

88年  1月 88年  1月�

�

�

　番号�

�

SGAC 1�

SGAC 2�

�

SGAS 1�

SGAS 2�

SGAS 3�

�

SGAS 4�

�

SGAS 5�

SGAS 6�

SGAS 7�

SGAS 8�

�

�

SGAC（Statement of Governmental Accounting Concepts：政府会計概念書）�

SGAS（Statement of Governmental Accounting Standards：政府会計基準書）�

タイトル�

図表6 GASBによる会計概念書および会計基準書
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企業ファンド、受託基金管理特別ファンド（Nonexpendable Trust 

Funds）および企業ファンド会計（Proprietary Fund Accounting）

を用いている政府機関によるキャッシュ・フローの報告�

リスク投資および関連した保証にかかる会計財務報告�

会計測定の焦点と基礎――政府ファンド運営活動報告書�

州・地方政府雇用者による年金給付以外の退職者給付に関する情

報の開示�

リース料逓増計画のあるオペレーティング・リースの会計�

財務報告の主体 �

公立大学の会計および財務報告モデル�

有給休暇の会計�

会計測定の焦点と基礎―政府ファンド運営活動報告書：SGAS 11

等の適用延期について�

自治体の固形廃棄物処理場の閉鎖と閉鎖後の管理（care）コスト

にかかる会計�

公立大学の会計基準集�

企業ファンドおよび企業ファンド会計を適用している政府機関の

会計財務報告�

不動産復帰（Escheat）資産の会計�

政府ファンドにおける納税者査定に基づく税収入の会計�

企業的活動において報告された債務の返済にかかる会計財務報告�

特定の補助金（Grants）およびその他の財務援助にかかる会計財

務報告�

確定給付型年金プランにかかる財務報告および確定拠出型年金プ

ランにかかる注記�

確定給付型年金プランにより運営される退職者医療手当にかかる

財務報告�

州・地方政府雇用者による年金にかかる会計�

証券貸借取引にかかる会計財務報告�

政府機関による非営利組織体会計原則の適用�

リスク投資（Risk Financing）に関する会計集―SGAS 10の改訂�

特定の投資および対外投資プールにかかる会計�

内国歳入法§457に基づく繰延報酬費用計画（De f e r r e d  

Compensation Plans）にかかる会計財務報告―SGAS 2の取消お

よびSGAS 31の改訂�

非交換取引（Nonexchange Transactions）の会計�

州・地方政府の基本財務諸表―および管理者による討議と分析�

�

公立大学の基本財務諸表―および管理者による討議と分析―

SGAS 34の改訂�

特定割合の非交換取引歳入にかかる収支報告―SGAS 33の改訂�

州・地方政府の基本財務諸表―および管理者による討議と分析：

規定集―SGAS 21とSGAS 34の改訂�

特定事項の注記による開示�
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の会計基準等も、FASABと同様、基本的には州・地方政府による一般目的財務報

告78が念頭におかれている。

（ハ）財務報告の目的および様式

ａ．財務報告の目的

州・地方政府会計においても、連邦政府会計と同様、会計の目的のうち、アカ

ウンタビリティという目的のほうが利用者の意思決定における有用性よりも重視

されている。すなわち、SGAC 1において、「政府の財務報告は、利用者が①政府

のアカウンタビリティにつき評価し、②経済的、社会的、政治的決定を行うに当

たって役立つような情報を提供すべきである。アカウンタビリティの義務は、企業

の財務報告よりも政府の財務報告においてより重要である。（中略）アカウンタビ

リティは、すべての目的にとって絶対的なものである。GASBは、アカウンタビリ

ティは最高の目的であり、そこから他のすべての目的が派生すると考えている」

（par. 76）としたうえで、会計情報が具備すべき要件として、以下の3点を挙げてい

る（paras. 77-79）。

①政府が公的にアカウンタブルであることという義務を遂行するのに有用であ

り、かつ情報利用者がそのアカウンタビリティを評価することができるもので

あること。

②政府の活動結果を評価するのに有用であること。

③政府によって提供されるサービスの水準の評価や、政府の債務弁済能力の評価

にとって有用な情報を提供すること。

こうした政府のアカウンタビリティは、民主主義国家における納税者の知る権利

（すなわち住民や選挙で選ばれた議員による議論の対象とされるべき事項を公的に知

る権利）に基づくものであり、財務報告は政府がそうしたアカウンタビリティの義

務を果たすうえで重要な役割を担うと考えられている（SGAC 1ハイライト参照）79。

ｂ．財務報告の様式

州・地方政府が作成すべき財務諸表としては、第1に、ファンド（会計区分）を

基礎とした「包括年次財務報告書」（CAFR : Comprehensive Annual Financial Report）

がある。ファンドとは、特別の法規制等に基づき、特定の目的や活動を遂行するた

めに区分管理された財務資源のプールであり、わが国の政府会計でいうところの会

計区分に相当する。CAFRにおいては、こうした各ファンドを独立した会計実体と

みなし、それぞれにつき資産、負債および正味財産の変動を記録する総勘定元帳が

設けられて、ファンドごとに財務諸表が作成される。具体的なファンドとしては、

①政府会計区分（いわゆる州・地方政府が行政サービスを提供するうえでコアをな
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78 一般目的財務報告については注47参照。
79 SGAC 1および州・地方政府における財務報告の目的の詳細については、例えば藤井［2001］を参照。



す部分）に属するものとして一般会計、普通特別会計、固定設備取得特別会計、長

期債務返済特別会計、分担金特別会計、②企業会計区分（営利企業と同様の事業活

動を行う部分）に属するものとして公営企業特別会計、内部サービス特別会計等が、

③受託会計区分に属するものとして受託基金支出特別会計、受託基金管理特別会計、

年金基金特別会計、仮受保管特別会計等があり、それぞれのファンドに適した会計

処理が要求されている80。

こうしたファンド単位の会計処理は一般にファンド会計と呼ばれ、従来、政府活

動の多様性および法遵守性の要請にかなう会計処理として、政府会計の主流とされ

てきた81。しかしながら、ファンド会計では、ファンドを統合した政府全体の財務

状態や運営成果が表示されないといった問題がある。そこで、1999年6月、GASB

よりSGAS 34「州・地方政府の基本財務諸表――および管理者による討議と分析」

（“Basic Financial Statement －and Management’s Discussion and Analysis－for State and

Local Governments”）が公表され、州・地方政府に最低限必要とされる基本財務諸

表として、上述のようなファンド会計報告書（Fund Financial Statements）に加え、

「（州・地方）政府全体の財務諸表」（Government-wide Statements）の作成が要求さ

れるようになった（ただし、受託会計区分については除外されている）82。かかる

財務諸表は、経済資源測定83と発生主義会計をベースとし、企業会計における財務

諸表に相当する。具体的には、正味資産計算書（Statement of Net Assets、企業会計

における貸借対照表に相当）と活動計算書（Statement of Activities、企業会計にお

ける損益計算書に相当）が含まれる84。

また、SGAS 34の公表により、ファンド会計報告の内容についても大幅な改訂が

なされた。例えば、政府会計区分に属するファンドにつき、実質的にきわめて現金

主義に近い会計方式（財務資源85＜流動資産・負債＞のみを計上する方式）から、

修正発生主義（測定の対象を経済資源ではなくて財務資源とした発生主義会計）に

よる会計処理が要求されることとなった。その結果、州・地方政府は、原則として
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80 例えば、企業会計区分に属するすべてのファンドおよび受託会計区分の一部のファンド（受託基金管理
特別会計、年金基金特別会計）については、基本的には営利企業と同様の会計基準（すなわちFASB基準）
に従うこととされている。なお、CAFRの詳細については、若林［1987］、日本公認会計士協会公会計特
別委員会編［1988］、橘［1995］、GASB［1999］等を参照。

81 連邦政府会計制度においても、従来はファンド会計が中心であったが、FASABにおいて報告主体単位の
あり方について検討された結果、SFFAC 2「報告主体および様式」において、財務会計報告を行ううえで
はファンド単位よりも機関（entity）単位で報告するのが適当とされ、現在のような機関単位の報告に移
行した。なお、連邦政府の予算会計については、現在でもファンドをベースとした会計報告がなされて
いる。

82「政府全体の財務報告書」は、2001年6月15日以降開始する会計年度から州・地方政府の年間歳入規模に
応じて段階的に適用されることになっており、第1段階としては年間歳入規模1億ドル以上の州・地方政
府が対象とされている。

83 経済資源とは、報告主体が支配管理する経済的価値のあるすべての経営資源をいい、後掲の財務資源
（注85参照）を含む。
84 SGAS 34の概要については、岸［1999］、大場［2000］参照。
85 財務資源とは、現金や預金に代表されるように、直接的支払手段として用いることのできる経営資源を
いう。



インフラ資産を含むすべての固定資産を取得原価で計上することが求められるよう

になった。もっとも、「政府全体の財務諸表」と「ファンド会計報告書」との間に

は、依然として会計処理の相違から同一の会計事象について異なる会計数値が表示

されるケースが残されている。そこで、そのような項目については、両者の会計数

値の関連性につき財務報告の利用者が評価し得るように、「ファンド会計報告書」

の末尾あるいは附属書類において、「政府全体の財務諸表」における数値との違い

を説明することが要求されている。

このように、州・地方政府の財務報告は、依然として従来のファンド会計による

報告書が残されているが、企業会計方式に近い「政府全体の財務諸表」を導入する

などして、徐々に企業会計に近づく傾向にあるといえる。

なお、州・地方政府の財務管理・運営についても、財務情報と非財務情報の双方

から評価することの重要性が認識されており、1994年には、GASBから、州・地方

政府のサービス提供努力と成果に関する報告（SEA報告 : Service Efforts and

Accomplishments Reporting）のあり方について検討した概念ステートメント

（SGAC 2）が公表されている86。

ハ．非営利組織体会計制度87

（イ）制度的枠組み

前述のとおり、一口に非営利組織体といっても多種多様なものがあり、その設立

要件や運営上の監督等についても、連邦法等による統一的な基準はなく、各州に委

ねられている。従来は、各州やAICPAによって業種別に会計基準や指針の設定が試

みられていたが、その数はきわめて少なく、また、そうした業種別基準では、業種

間の会計処理に不整合な部分が多いため、財務報告利用者の理解可能性にマイナス

効果を及ぼすなどの弊害が指摘されていた88。そこで、米国では、1980年代以降、

基本的な方針として、非営利組織体の業種別の会計基準を作成するという方法をと

ることをやめ、すべての業種に適用される一般的・統一的な会計概念フレームワー

クや会計基準を設定するという方法をとっている。そのうえで、業種の特殊性から

特別の取扱いが必要と考えられるものについては、一般的・統一的基準の枠内で、

業種別の細則や例外規定等を設けることを許容している。

非営利組織体に対して適用されるGAAPに合致する会計基準等については、州・

地方政府の場合と同様、1992年に出されたAICPA監査基準書第69号において、

「州・地方政府機関以外の機関に対するもの」として図表7のような階層構造が示さ
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86 SGAC 2では、SEA報告に含まれるべき情報として、①費用（人件費、原材料費、契約締結コスト等）、人
員数、施設といったサービスの提供にかかる定量的コストを示す指標、②アウトプットやアウトカムと
いったサービス成果を測る指標、③アウトプットやアウトカム1単位に要した労働時間や設備等など、ア
ウトプットやアウトカムの効率性を測るための指標、等が挙げられている。

87 ここでの記述は、若林［1997］、水口［1998］、武田・橋本［1998、1999］、池田［2000］、Larkin and

DiTommaso［2000］を主に参照した。
88 若林［1997］参照。



れており、現在、これが公式の見解と考えられている。ここでは、FASBの設定す

る会計基準等が第1カテゴリーに位置づけられており、FASBが非営利組織体会計基

準の設定機関であることが示されている。

（ロ）FASBの概要および会計基準の設定手続89

ａ．FASBの法的位置づけ、メンバー

FASBは、GASBと同様、いかなる組織からも独立しているとされるFAFの傘下組

織として設立された常設の非営利法人であり、資金および人事の両面において独立

性が図られている。すなわち、資金面では、FAFによる調達アレンジのもと、財務

諸表作成者、公認会計士、財務諸表利用者等による一定額の寄付金や出版収入によ

り賄われており、政府からの寄付はない。また、FASBのメンバーは、FAFより任

命される。そのバックグラウンドについては、会計に関する専門的知識を有する者

とされており、FASABやGASBと異なり、政府関係者は除外されている。人数は7

名であり、すべて常勤かつ有給であるほか、以前に所属していた会計事務所や関係

機関等との関係を断つことが義務づけられており、これによって人事面における独

立性が強化されているといわれている。メンバーの任期は5年（1期のみ再選可能）
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89 FASBの設立経緯や組織構成、会計基準設定手続については、すでに多くの文献で紹介されていることか
ら、ここでは簡単に触れるにとどめる。詳細については、例えば広瀬［1993］参照。

第1カテゴリー�

第2カテゴリー�

第3カテゴリー�

第4カテゴリー�

第5カテゴリー�

・FASBの設定した基準書および解釈指針�
・AICPAの会計原則審議会（APB）意見書および研究公報（ARB）�
�
・FASBの専門公報（Technical Bulletins）�
・AICPAの業種別監査・会計指針、意見書（SOP）�
�
・FASB緊急問題専門委員会（EITF）のコンセンサス�
・AICPA会計基準執行委員会の実務公報（Practice Bulletins）�
�
・AICPAの会計解釈指針�
・FASBスタッフの適用指針�
・業界において広く認められ、かつ行われている実務慣行�
�
（上記以外の会計文献）�
・FASBの財務会計概念ステートメント�
・AICPAのAPBステートメント�
・AICPAの論点整理�
・国際会計基準（IAS）�
・他の専門団体または規制機関の公式見解�
・AICPAの専門実務書手引き�
・会計学の教科書、ハンドブックおよび論文�

図表7 非営利組織体に適用されるGAAPに合致する会計基準等の階層構造



とされており、正当な理由（回復の見込みのない身体障害、職務上の不正行為等）

がない限り、任期終了前に解任されることはない。

なお、GASBと同様、FASBにも諮問機関として、企業、会計士、財務諸表利用

者、学者等、財務会計および財務問題に精通している33名のメンバーから構成され

る「財務会計基準諮問委員会」（FASAC : Financial Accounting Standards Advisory

Council）が設けられている（前掲図表5参照）。

ｂ．基準設定手続

FASBによる会計基準の設定手続については、GASBのところで述べた内容とほ

ぼ同じである。すなわち、特定の利害関係者集団のみが影響力を行使することがな

いように、公開主義に基づく適正手続（デュー・プロセス）が根幹とされており、

具体的にはタスク・フォースの設置、討議用資料や公開草案の公表、審議会等の会

合の公開および議事録の公表、公聴会の実施、等がなされている。

公開草案の公表や最終基準の確定には、メンバーの過半数の賛成が必要とされて

いる。これにより最終基準が確定すると、その他の機関による承認等を経ることな

く、そのままGAAPに合致するものとして認められる。これまでに、FASBより公

表された主な非営利組織体会計基準等は、図表8のとおりである。

なお、これらのうち、SFAC 2、6、SFAS 95、116は、もともと営利企業を適用対

象として設定された基準等であったが、非営利組織体に対しても同様に適用される

ように改訂されたものである。またSFAC 4は、独立採算型の非営利組織体（財貨

およびサービスの販売による収益から完全に、あるいはほぼ完全に、財務資源を獲

得する非営利組織体）を適用対象に含めておらず、そうした非営利組織体について

は営利企業の財務目的について定めるSFAC 1「営利企業の財務報告の諸目的」

（1978年11月）が適用される。
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　番号 　　　　　　　　　　 タイトル 公表年月 適用開始�

SFAC（Statement of Financial Accounting Concepts：財務会計概念書）�

修正SFAC 2 会計情報の質的特徴（修正） 85年12月      －�

SFAC     4 非営利組織体の財務報告の諸目的 80年  4月      －�

SFAC     6 財務諸表の構成要素 85年12月      －�

SFAS（Statement of Financial Accounting Standards：財務会計基準書）�

SFAS   93 非営利組織体による減価償却の認識 87年  8月 88年  5月�

SFAS   95 キャッシュ・フロー計算書 87年11月 88年  7月�

SFAS 116 受入寄付金と支払寄付金の会計 93年  6月 94年12月�

SFAS 117 非営利組織体の財務諸表 93年  6月 94年12月�

SFAS 124 非営利組織体が保有する特定の投資有価証券に対する会計 95年11月 95年12月�

図表8 FASBによる主な非営利組織体会計基準等



なお、SFAC 4において明示されているように、FASBの設定する非営利組織体会

計基準も基本的には一般目的財務報告90に関するものが中心とされている。

（ハ）財務報告の目的および様式

ａ．財務報告の目的

非営利組織体会計の目的については、SFAC 4が定めている。これによると、そ

の会計目的としては、アカウンタビリティも基本目的の1つとして重視されてはい

るものの、それよりも上位の基本目的として、「現在および将来の資源提供者その

ほかの利用者が非営利組織体への資源配分について合理的な意思決定を行うのに有

用な情報を提供すること」（SFAC 4 par. 35）が掲げられている。

すなわち、SFAC 4は、まず、非営利組織体の財務報告の利用者を①資源提供者、

②構成員、③支配および監視機関、④管理者の4つのグループに分けたうえで、資

源提供者を代表的な利用者として特定し91（par. 36）、それが必要としている情報と

いった観点から、非営利組織体会計の第一次的な基本目的として上記目的（「資源

配分についての意思決定に有用な情報を提供すること」）を導いている（paras. 33、

35）。そして、かかる目的から派生する中位目的として、「非営利組織体が提供する

サービスの評価に有用な情報の提供」と「そのサービスの継続的な提供能力の評価

に有用な情報の提供」を定め（par. 38）、さらにそれらの目的から派生する下位目

的として、「非営利組織体の管理者の受託責任遂行を評価するのに有用な情報の提

供」と「業績を評価するのに有用な情報の提供」（par. 40）を挙げている92。

このように、非営利組織体会計の第一次的な基本目的は「資源提供者の資源配分

についての意思決定に有用な情報を提供すること」であり、「管理者の受託責任遂

行を評価するのに有用な情報の提供」といったいわゆるアカウンタビリティは、か

かる目的から派生される目的として位置づけられている93。

ｂ．財務報告の様式

非営利組織体に対して要求される財務諸表の内容は、SFAS 117「非営利組織体

の財務諸表」が定めている。これによると、非営利組織体については、州・地方政
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90 注47参照。
91 資源提供者とは、提供する資源に対して直接的に報酬を受ける者（与信者、仕入先、従業員等）、および
直接的かつ比例的（proportionately）には報酬を受けない者（会員、寄付者、納税者等）が含まれるとさ
れている（SFAC 4 par. 29）。

92 詳細は、例えば若林［1997］、武田・橋本［1998］、池田［2000］を参照。
93 このように、「資源提供者の資源配分についての意思決定に有用な情報の提供」を第一次的な目的として
掲げ、アカウンタビリティをその下位目的とする点は、企業会計について考えられている財務目的
（SFAC 1 paras. 34、50）と共通している。もっとも、アカウンタビリティという目的の位置づけにおいて、
非営利組織体会計では、下位目的とはいえ、あくまでも基本目的の1つとして位置づけられているのに対
して、企業会計では、投資家の意思決定への有用性という基本目的を達成するのに役立つ付随的な目的
として位置づけられている点で異なるとされている（SFAC 4 par. 67）。この点に関する詳細は武田・橋本
［1998］参照。



府会計制度にみられたようなファンド会計が排除され、組織体単位での基本財務諸

表として、発生主義に基づく財産状態表（Statement of Financial Position、企業会計

における貸借対照表に相当）、活動計算書（Statement of Activities、企業会計におけ

る損益計算書に相当）およびキャッシュ・フロー計算書の作成が要求されている。

この点、非営利組織体会計においても、従来はファンド会計が広く用いられてい

た。その背景には、非営利組織体はその設立の特質上、多くの資源提供者からさま

ざまな形態の資源をさまざまな条件、使途、目的をもって提供されるのが通例であ

り、これらの資源提供者から課された拘束や制限等に対応して、資源の使用方法な

どを個別に限定して管理・運用する必要があるため、ファンドごとの会計処理が適

している等の事情があった。しかし、社会経済情勢の発展につれて非営利組織体の

規模が大きくなり、同一法人が一段と多方面から多様な資源提供を受けるようにな

ると、ファンドごとの財務報告では、ファンドを統合した組織体全体の財務状態や

運営成果を把握するのに大きな支障が生じるとの問題意識が高まった。そこで、

SFAS 117の設定により、外部向けの財務報告についてはファンド会計を排除し、

組織体単位で一本化した報告を行うこととされた94。

こうして非営利組織体については、基本財務諸表として、非営利組織体全体とし

ての財産状態表、活動計算書およびキャッシュ・フロー計算書の作成が要求される

ようになったが、この組合せは、企業会計における基本財務諸表と同様の考え方に

基づいている。また、会計処理に当たっては発生主義が原則とされている95点や、

キャッシュ・フロー計算書の作成につき営利企業に適用されるのと同様の会計基

準（SFAS 95）が適用される点等をみても、非営利組織体会計は、政府会計よりも

企業会計に近いといえる96。

なお、FASBは、非営利組織体についても、理想としては、政府機関について要

求されるようなサービスの成果（service accomplishments）に関する情報を財務報告

に含めるべきであるとしつつも、こうした情報は一般的に貨幣単位で測定不可能で

あり、財務諸表に含めて報告するのは不可能との考えに基づき、SFAS 117では

サービス成果についての情報は取り上げないこととされている（SFAS 117 par. 54）。
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94 内部管理目的では引き続きファンド会計を用いることも許容されている。
95 期中は現金主義で会計処理しておき、期末に発生主義に調整することで差し支えないとされている（若
林［1997］）｡

96 もっとも、財産状態表および活動計算書の具体的な中身は、非営利組織体会計と企業会計とでは、特に
出資関係の違いを反映して異なっている。例えば、非営利組織体の財産状態表についてみると、資産と
負債の部については営利企業の貸借対照表と実質的に大きな違いはないが、正味財産（net assets、資産と
負債の差額）の部において、非営利組織体会計では、贈与者から課されている拘束の有無および程度に
基づき、正味財産を①永久拘束財産、②一時的拘束財産、③非拘束財産、の3つに区分して報告すること
が要求される。また、活動計算書は、企業会計における損益計算書に相当するものとして位置づけられ
ているが、一定期間における法人の正味財産のすべてに関する増減状況を上記財産状態表における正味
財産の区分ごとに分類して報告するものであり、資本取引による増減を除いて作成される営利企業の損
益計算書とは異なっている。以上を含めて、非営利組織体会計における基本財務諸表の具体的内容につ
いては、例えば若林［1997］を参照。



以上、米国における公会計制度について、会計基準の設定機関・設定手続に焦点

を当て、歴史的経緯と現行制度の仕組みをみてきたが、以下では、本稿の結びに代

えて、わが国へのインプリケーションという観点から、米国の公会計制度の主要な

特徴点をまとめることとしたい。

米国の公会計制度の特徴としては、第1に、いずれの制度においても、主要な組

織目的あるいは活動目的を同じくする公的主体に対しては統一的な会計基準を適用

することとし、会計報告のインテグリティ（統一性）あるいは比較可能性を確保し

ようとしている点である。例えば、非営利組織体会計制度をみても、一口に非営利

組織体といっても種々の業種や形態等があり得るはずであるが、それらを一定の定

義に当てはめることで集約し、統一的な会計基準を適用しようとしている。そのう

えで、業種等の特殊性から個別対応が必要とされるものについては、別途、例外規

定を設けるといったアプローチがとられている。こうした方法は、連邦政府会計制

度や州・地方政府会計制度においても同様である。

このように、米国で統一的な会計基準の設定および適用が重視されているのは、

2節でみたように、公的主体ごとにまちまちな会計処理がとられていたことによる

問題点（比較可能性の欠如、恣意的な会計操作の可能性等）が認識されたためであ

るが、そうした問題点は、米国に限らず、わが国についても同様に当てはまるもの

と考えられる。この点、わが国では、1節でみたように、例えば政府機関あるいは

非営利組織体を単位とした統一的な会計基準あるいは原則は存在していない。もち

ろん、一口に政府機関や非営利組織体といっても多種多様なものがあるため、会計

基準においても、それぞれの特徴を考慮することが重要な場合もあろう。しかし、

まず、すべての政府機関あるいは非営利組織体といったグループごとに共通して適

用される統一的基準や公会計原則を確立し、個別対応は、そうした統一的基準や公

会計原則に矛盾しないかたちで認めることとするのが、より適切ではないだろうか。

ただし、そのように考える場合でも、さまざまな公的主体をどのようにグルーピン

グするかは、政策評価システムをどのように構築していくかという問題に深く関連

しているほか、地方分権に関する考え方等にも関連する問題であることから、別途

議論が必要であろう。

米国の公会計制度の第2の特徴としては、上述のような統一的な会計基準の設定

を、いずれの制度においても、①中立性が高く、かつ会計基準の設定を固有の任務

とする専門機関を設けることによって継続的かつタイムリーに行っていること、お

よび②公開主義に基づく適正手続（デュー・プロセス）に則った透明性の高い手続

で行っていることである。

この点、わが国においては、1節で述べたように、必要に応じて、関連官庁やそ

の下に設けられた研究会等が会計基準を定めているケースが多い。こうした状況は、

公会計基準の設定および公的主体による会計報告の質向上に関する責任の所在の明

確化、会計基準相互間の概念的な整合性の確保、設定主体の中立性と設定手続の公
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開性による会計基準の適切性の向上、といった観点から、検討の余地があるものと

考えられる。また、公的主体を取り巻く環境変化等に適切に対応して、公会計基準

の設定や改訂を迅速に行い得る体制を整備することも重要である。このような視点

から、わが国においても、公会計基準の設定を固有の任務とする中立的かつ専門的

な常設機関を設け、公開主義に基づく適正手続（デュー・プロセス）に則って会計

基準を設定していくという方向性が考えられよう。

米国の公会計制度の第3の特徴としては、制度の対象となる主体の公的色彩の度

合いに応じて、政府機関の関与の程度や企業会計との類似性にグラデーションがみ

られるという点を指摘できよう。

まず、政府機関の関与の程度という点については、制度の対象となる主体の公的

色彩が強いほど、関与の程度も強くなっている。例えば、連邦政府会計制度におけ

るFASABは、OMB、GAOおよび財務省という3つの政府機関の諮問機関として位

置づけられているため、独立した法人格がないうえ、その機能は法形式上は勧告機

能に限定されており、FASABの設定した基準案が公式な会計基準として公表され

るためには、上記3機関の承認が必要とされている。こうしたFASABの特徴は、

州・地方政府会計制度におけるGASBや非営利組織体会計制度におけるFASBとは、

大きく異なっている。また、そうした政府機関の関与の度合いに応じて、会計基準

設定機関の中立性を担保する方法も異なっている。すなわち、GASBとFASBにお

いては、いずれの組織からも独立した非営利法人であるFAFの傘下に設置された独

立の法人格を有する組織として、程度の差こそあれ、人事および資金面における独

立性を確保することによって、中立性の担保が図られている。これに対して、

FASABにおいては、立法府（GAO）と執行府（OMBおよび財務省）の合同の諮問

機関とし、その作成した基準案が公式な基準となるためにはすべてのスポンサー

機関の承認を要することとするなどして、立法府と執行府による相互牽制機能

（チェック・アンド・バランス）を通じた中立性の担保が図られている97。さらに、

政府機関の関与の程度という点に関していえば、制度の対象となる主体の公的色彩
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97 こうした立法府と執行府の相互牽制機能を通じて中立性を確保しようとする仕組みは、米国連邦政府の
さまざまな局面でみられるものであり、同国において大統領制がとられていることと大きく関連してい
ると考えられる。
この点、わが国と同様に議院内閣制をとる英国では、1996年以降、中央政府にかかる会計基準の設定は、
大蔵省が作成した原案を、政府から独立したかたちで設置された財務報告助言審議会（FRAB : Financial

Reporting Advisory Board）が審議・調査し、改訂が必要な場合には大蔵省にその旨を助言するといった
仕組みがとられている。FRABは、当初、大蔵省の下に設置されることが予定されていたが、中央政府会
計基準の設定に独立的要素を導入すべきとの議会の要請に基づき、政府から独立した組織として設置さ
れた。このように、FRABが、米国のFASABと異なり、独立性を有する組織として位置づけられたのは、
議院内閣制を前提として、米国のような立法府と行政府の相互牽制方式ではなく、政府から独立した組
織の関与を通じて、会計基準設定における中立性を確保しようとしたものと考えられている。もっとも、
こうした英国の仕組みについては、大蔵省が基準の原案を作成する以上、中立性の点で制約があるとの
批判もある。なお、FRABのメンバーは、民間、学界、政府（中央・地方）監査機関、行政機関、実務家
（企業会計基準の設定機関である会計基準審議会）の代表者から構成されている（FRABの詳細について
は、例えばFRAB［1997］参照）。



が強まるほど、財務報告システムや会計基準の内容が法規定（すなわち立法府）に

よって定められる部分が多くなっているという点も指摘できよう。これは、公的主

体においては、特に予算と会計情報（決算）を有機的に結び付けて当該主体の財務

管理を検討していくことが重要とされるため98、対象主体の公的色彩が強まるほど、

予算に対して課せられる財政民主主義の要請（予算は国民の代表機関である議会に

よって決議、執行されなければならないとする原則）が財務報告システムや会計基

準の内容に対しても影響してくる結果、財務報告システム等の制度設計において立

法府の関与の程度が強まるものと考えられる。

他方、企業会計との類似性については、制度の対象となる主体の公的色彩が弱ま

るにつれ、類似性が高まっている。例えば、連邦政府会計制度では、会計の第一義

的な目的はアカウンタビリティとされており、財務報告とともに広範な非財務情報

の提供が求められている。州・地方政府会計制度においても、企業会計に近い方式

の導入が徐々に進められてはいるものの、会計の目的については、アカウンタビリ

ティが重視されており、非財務情報の提供についても制度整備が進められている。

これらに対して、非営利組織体会計制度では、会計の目的をみても、企業会計の目

的と同様に、「資源提供者の意思決定にとって有用な情報を提供すること」がアカ

ウンタビリティの目的よりも重視されているほか、会計基準の内容も企業会計とき

わめて類似している。

上記のように、政府機関の関与の程度や企業会計との類似性の度合いの違いは、

各制度において公会計の目的をどのように考えるのか、また、公会計を政策評価シ

ステムの一環として捉える場合に財務情報による評価の限界をどのように考えるの

か、さらに、予算制度や財政民主主義の要請との関係をどのように考えるのか、と

いった問題に関連しているものと考えられる。わが国において公会計の制度的枠組

みを検討していくに当たっても、こうした問題を踏まえながら、議論を進めていく

ことが重要であろう。
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府
お
よ
び
地
方
自
治
体
に
つ
い
て
は
取
り
上
げ
て
い
な
い
。
�

2 
 行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
つ
い
て
は
、
20
01
年
3月
期
決
算
か
ら
の
適
用
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
�

3 
 会
計
基
準
上
、
会
計
報
告
の
目
的
が
明
示
さ
れ
て
い
な
い
も
の
が
少
な
く
な
い
が
、
そ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
当
該
基
準
の
設
定
に
関
す
る
報
告
書
等
に
お
い
て
示
さ
れ
た
見
解
を
記
し
た
。
�

  独
立
行
政
法
人
�

  会
計
基
準
�

（
20
00
年
2月
制
定
）
�

  公
会
計
原
則
（
試
案
）
�

（
19
97
年
9月
公
表
）
�

国
所
管
（
各
省
庁
）
�

都
道
府
県
知
事
�

厚
生
省
�

都
道
府
県
知
事
�

文
部
省
�

都
道
府
県
知
事
�

文
部
省
�

都
道
府
県
知
事
�

厚
生
省
�

都
道
府
県
知
事
�

各
省
庁
�

―
�

各
省
庁
�

民
法
�

  社
会
福
祉
法
�

�
  宗
教
法
人
法
�

  私
立
学
校
法
�

�
医
療
法
�

�

各
特
殊
法
人
特
別
法
�
  独
立
行
政
法
人
通
則
法
�

（
19
99
年
）
�

―
�

社
会
福
祉
法
人
�

厚
生
省
�

文
部
省
�

厚
生
省
�

日
本
公
認
会
計
士
協
会
�

宗
教
法
人
�

学
校
法
人
�

医
療
法
人
�

特
殊
法
人
�

独
立
行
政
法
人
�

（
参
考
）公
会
計
原
則
�

主
務
官
庁
間
の
申
し
合
わ
せ
�
局
長
通
知
�

研
究
会
報
告
�

省
令
�

局
長
通
知
�

審
議
会
報
告
�

研
究
会
報
告
�

研
究
会
報
告
�

公
益
法
人
会
計
基
準
�

�
社
会
福
祉
法
人
会
計
基

準
（
20
00
年
4月
制
定
）
�

・
宗
教
法
人
会
計
の

指
針
（
案
）
�

（
20
01
年
1月
公
表
）
�

・
正
式
な
基
準
な
し
�

・
特
殊
法
人
等
会
計
処
理
基

準（
19
87
年
10
月
制
定
）�

・
特
殊
法
人
等
に
か
か
る
行

政
コ
スト
計
算
書
作
成
指

針（
20
01
年
6月
制
定
）2

 独
立
行
政
法
人
�

 会
計
基
準
研
究
会
�

（
総
務
庁
長
官
よ
り
嘱
託
）�

日
本
公
認
会
計
士
協
会
�

制
定
…
公
益
法
人
監
督
事

務
連
絡
協
議
会
�

改
正
…
公
益
法
人
指
導
監

督
連
絡
会
議（
各
府
省
庁
官

房
長
ク
ラ
ス
よ
り
構
成
）�

「
主
務
官
庁
は
、こ
の
会

計
基
準
を
全
て
の
公
益

法
人
に
適
用
す
る
よ
う
指

導
す
る
も
の
と
す
る
。
」
�

「
…
こ
の
（
基
準
の
）
円

滑
な
実
施
に
つ
き
ご
配
慮

願
い
た
い
。
」
�

財
務
会
計
書
類
の
作
成

を
容
易
に
す
る
た
め
の

指
針
�

会
計
処
理
お
よ
び
計

算
書
類
作
成
の
際
に

従
う
べ
き
基
準
�

現
行
の
公
会
計
に
か
か
る
各
種
の
法
律
、基
準
、規

則
等
の
解
釈
指
針
と
し
て
、全
て
の
公
会
計
に
か
か

る
会
計
処
理
お
よ
び
表
示
方
法
ま
た
は
そ
の
監
査

に
当
た
っ
て
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
原
則
�

会
計
監
査
人
が
監
査
を

す
る
場
合
に
お
い
て
依

拠
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
基
準
�

主
務
官
庁
に
お
け
る
審

査
基
準
�

病
院
の
経
営
責
任
者
が

当
該
病
院
の
会
計
規
則

を
定
め
る
際
に
自
発
的

に
従
う
べ
き
基
準
�

財
務
諸
表
�

の
体
系
�

・
収
支
計
算
書
ま
た
は

損
益
計
算
書
�

・
正
味
財
産
増
減
計
算

書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
財
産
目
録
�

・
資
金
収
支
計
算
書
�

・
事
業
活
動
収
支
計
算
書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
財
産
目
録
�

・
収
支
計
算
書
�

・
正
味
財
産
増
減

計
算
書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
財
産
目
録
�

・
資
金
収
支
計
算
書
�

・
消
費
収
支
計
算
書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
上
記
諸
表
に
付
随
す

る
各
種
明
細
表
�

＜
ガ
バ
メ
ン
ト
・
タ
イ
プ
＞
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
成
果
報
告
書
�

・
正
味
財
産
増
減
計
算

書
�

・
資
金
収
支
計
算
書
�

＜
ビ
ジ
ネ
ス
・
タ
イ
プ
＞
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
成
果
報
告
書
�

・
損
益
計
算
書
�

・
資
金
収
支
計
算
書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
損
益
計
算
書
�

・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

計
算
書
�

・
利
益
処
分
（
損
失
処

理
）
に
関
す
る
書
類
�

・
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施

コ
ス
ト
計
算
書
�

・
附
属
明
細
書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
損
益
計
算
書
�

・
財
産
目
録
�

・
附
属
明
細
書
�

・
行
政
コ
スト
計
算
財
務
書

類（
行
政
コ
スト
計
算
書
、

民
間
企
業
仮
定
貸
借
対

照
表
、同
損
益
計
算
書
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ・
フ
ロ
ー
等
）�

・
損
益
計
算
書
�

・
貸
借
対
照
表
�

・
利
益
処
分
計
算
書
�

・
損
失
金
処
分
計
算
書
�

・
附
属
明
細
書
�

公
益
法
人
の
健
全
な
る

運
営
に
資
す
る
こ
と
�

主
と
し
て
公
的
資
金
の

収
支
を
明
瞭
に
し
、そ
の

受
託
責
任
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
。さ
ら
に
、法
人
全

体
の
経
営
状
況
を
把
握

し
、公
益
性
を
維
持
し
つ

つ
自
主
的
な
運
営
を
行

え
る
よ
う
に
す
る
こ
と
�

宗
教
法
人
の
正
確
な
収

支
お
よ
び
財
産
の
状
況

を
把
握
す
る
こ
と
に
よ

り
、
宗
教
法
人
の
健
全

な
運
営
と
財
産
維
持
に

資
す
る
こ
と
�

学
校
法
人
の
財
政
の
計

画
、そ
の
実
行
結
果
を

明
ら
か
に
す
る
こ
と
。ま
た
、

学
校
運
営
に
つ
い
て
関

係
者
の
理
解
と
協
力
を

得
る
た
め
の
有
効
な
媒

体
と
な
り
得
る
も
の
�

・
財
務
報
告
利
用
者
に
よ
る
公
的
部
門
の
ア
カ

ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
遂
行
状
況
の
評
価
に
資

す
る
こ
と
�

・
財
務
報
告
利
用
者
が
財
務
報
告
を
利
用
す
る

こ
と
に
よ
り
、
合
理
的
な
意
思
決
定
を
す
る

こ
と
に
資
す
る
こ
と
�

・
独
立
行
政
法
人
に
よ

る
業
務
の
遂
行
状
況

に
つ
い
て
の
的
確
な

把
握
に
資
す
る
こ
と
�

・
独
立
行
政
法
人
の
業

績
の
適
正
な
評
価
に

資
す
る
こ
と
�

・
特
殊
法
人
等
の
財
政
状

態
お
よ
び
経
営
成
績
を

明
ら
か
に
す
る
こ
と
。
�

・
特
殊
法
人
等
の
説
明
責
任

の
確
保
と
透
明
性
の
向
上

の
観
点
か
ら
、最
終
的
に
国

民
負
担
に
帰
す
べ
き
コ
スト

を
集
約
表
示
す
る
こ
と
�

病
院
の
経
営
成
績
お

よ
び
財
政
状
態
を
適

正
に
把
握
し
、
病
院

経
営
の
改
善
向
上
に

資
す
る
こ
と
�

財
政
制
度
審
議
会
公
  

企
業
会
計
小
委
員
会
�

（
大
蔵
省
＜
財
務
省
＞

の
諮
問
機
関
）
�

（
19
77
年
制
定
、
�

  1
98
5年
9月
改
正
）
�

（
19
51
年
）
�

（
19
51
年
）
�

（
19
49
年
）
�

（
19
48
年
）
�

  学
校
法
人
会
計
基
準
�

（
19
71
年
制
定
、
�

  1
98
7年
8月
改
正
）
�

  病
院
会
計
準
則
�

（
19
65
年
制
定
、
�

  1
98
3年
8月
改
正
）
�

別
表
１
　
わ
が
国
の
主
要
な
公
会
計
基
準

1
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設
立
時
期
�

法
的
位
置
づ
け
�

� 権
限
�

� 政
府
機
関
の
関
与
�

� 中
立
性
�

� 財
源
�

�  　
定
員
�

 　
構
成
�

� � � 　
 任
期
�

　
 勤
務
体
制
�

�  　
任
命
権
�

� � �  　
解
任
権
�

� 専
門
ス
タ
ッ
フ
�

 　
デ
ュ
ー
・
プ
ロ
セ
ス
�

 � � 　
審
議
案
件
の
決
定
�

�  　
議
決
方
法
�

 　
公
表
方
法
�

関
連
組
織
�

メ ン バ ー � 基 準 設 定 手 続 �

　
　
　
　
　
　
F
A
S
A
B
（
連
邦
会
計
基
準
助
言
審
議
会
）
�

19
90
年
�

G
A
O
、
O
M
B
お
よ
び
財
務
省
（
以
下
「
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
」
）
の
合

意
に
基
づ
く
3機
関
の
合
同
の
諮
問
委
員
会
�

・
連
邦
政
府
に
か
か
る
会
計
基
準
の
設
定
に
関
す
る
勧
告
�

・
基
準
化
に
は
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
の
承
認
が
必
要
�

ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
と
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
面
で
関
与
�

� ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
相
互
間
（
立
法
府
と
行
政
府
）
の
牽
制
機
能
を
通
じ

て
確
保
�

・
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
の
拠
出
�

・
出
版
物
収
入
�

 9
名
�

・
連
邦
政
府
メ
ン
バ
ー
6名
（
G
A
O
、
O
M
B
、
財
務
省
、
議
会
予
算
局
、

内
務
関
連
機
関
、
外
務
関
連
機
関
よ
り
各
1名
）
�

・
非
連
邦
政
府
メ
ン
バ
ー
3名
�

・
議
長
は
非
連
邦
政
府
メ
ン
バ
ー
よ
り
選
任
�

 2
年
（
2回
ま
で
再
選
可
）
�

非
常
勤
（
兼
業
可
）
、
有
給
�

� ・
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
お
よ
び
議
会
予
算
局
の
代
表
メ
ン
バ
ー
に
つ
き
各

機
関
の
長
�

・
そ
の
他
の
メ
ン
バ
ー
に
つ
き
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
�

・
議
長
は
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
が
任
命
�

 任
命
権
者
に
あ
り
�

� あ
り
�

採
用
�

―
―
 公
開
草
案
の
公
表
、
会
合
の
公
開
、
議
事
録
の
公
表
、
公
聴
会
の
  

実
施
等
�

い
ず
れ
か
の
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
か
ら
の
要
請
に
よ
る
（
F
A
S
A
B
自
身

の
判
断
に
よ
る
場
合
も
あ
る
）
�

過
半
数
決
議
�

G
A
O
と
O
M
B
が
共
同
で
公
表
（
連
邦
行
政
命
令
集
に
掲
載
）
�

会
計
監
査
政
策
委
員
会
（
A
A
P
C
）
�

―
―
 既
存
の
会
計
基
準
に
関
す
る
解
釈
指
針
を
策
定
・
公
表
（
公
表
に

は
F
A
S
A
B
の
レ
ビ
ュ
ー
と
ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
の
承
認
が
必
要
）
�

―
―
 ス
ポ
ン
サ
ー
機
関
の
各
代
表
者
3名
と
首
席
財
務
官
（
C
FO
）
3名
、

監
察
総
監
3名
、
F
A
S
A
B
事
務
局
メ
ン
バ
ー
等
か
ら
構
成
�

   
   
   
   
   
   
   
   
   
G
A
S
B
（
政
府
会
計
基
準
審
議
会
）
�

19
84
年
�

独
立
し
た
民
間
非
営
利
法
人
で
あ
る
F
A
F
の
傘
下
組
織
�

� 州
・
地
方
政
府
に
か
か
る
会
計
基
準
の
設
定
�

� ・
G
A
S
B
や
G
A
S
A
C
の
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
加
�

・
運
営
資
金
の
提
供
�

独
立
し
た
非
営
利
法
人
で
あ
る
F
A
F
の
傘
下
組
織
と
す
る
こ
と
で
確

保
�
・
支
援
団
体
（
州
・
地
方
政
府
を
含
む
）
か
ら
の
寄
付
�

・
出
版
物
収
入
�

7名
（
当
初
は
5名
）
�

制
約
な
し
（
政
府
機
関
か
ら
の
選
出
も
可
能
）
�

� � � 5年
（
1回
の
み
再
選
可
）
�

・
議
長
は
常
勤
（
専
任
）
、
有
給
�

・
そ
の
他
の
メ
ン
バ
ー
は
非
常
勤
（
兼
業
可
）
、
有
給
�

F
A
F
�

� � � 正
当
な
理
由
が
な
い
限
り
、
解
任
さ
れ
な
い
（
た
だ
し
、
所
属
機
関

に
お
け
る
異
動
等
に
よ
り
解
任
さ
れ
る
場
合
あ
り
）
�

あ
り
�

採
用
�

―
―
公
開
草
案
の
公
表
、
会
合
の
公
開
、
議
事
録
の
公
表
、
公
聴
会

の
実
施
等
�

G
A
S
B
自
身
の
判
断
に
よ
る
（
F
A
F
よ
り
提
案
さ
れ
る
場
合
も
あ
る
）
�

� 過
半
数
決
議
�

G
A
S
B
自
身
が
公
表
�

政
府
会
計
基
準
諮
問
委
員
会
（
G
A
S
A
C
）
�

―
―
 G
A
S
B
の
諮
問
機
関
�

―
―
財
務
諸
表
作
成
者
、
監
査
主
体
、
利
用
者
の
代
表
者
25
名
以
上

か
ら
構
成
（
現
在
28
名
）
。
政
府
関
係
者
も
可
�

   
   
   
   
   
   
   
   
F
A
S
B
（
財
務
会
計
基
準
審
議
会
）
�

19
73
年
�

独
立
し
た
民
間
非
営
利
法
人
で
あ
る
F
A
F
の
傘
下
組
織
�

� 非
営
利
組
織
体
お
よ
び
営
利
企
業
に
か
か
る
会
計
基
準
の
設
定
�

� 基
本
的
に
な
し
�

� 独
立
し
た
非
営
利
法
人
で
あ
る
F
A
F
の
傘
下
組
織
と
す
る
こ
と
で
確
保
�

� ・
支
援
団
体
（
政
府
を
除
く
）
か
ら
の
寄
付
�

・
出
版
物
収
入
�

7名
�

政
府
関
係
者
は
除
外
�

� � � 5年
（
1回
の
み
再
選
可
）
�

常
勤
か
つ
有
給
。
以
前
の
所
属
機
関
と
の
関
係
を
断
つ
こ
と
が
義
務
づ

け
ら
れ
る
�

F
A
F
�

� � � 正
当
な
理
由
が
な
い
限
り
、
解
任
さ
れ
な
い
�

� あ
り
�

採
用
�

―
―
公
開
草
案
の
公
表
、
会
合
の
公
開
、
議
事
録
の
公
表
、
公
聴
会

の
実
施
等
�

F
A
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